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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　合金物品を作製するプロセスであって、
　７８８℃～８９９℃（１４５０°Ｆ～１６５０°Ｆ）の範囲の温度にて少なくとも１５
分間の最少炉内時間で合金物品を加熱することによって合金物品をオーステナイト化する
ことと、
　別の合金物品から間隔を空けて、静止空気中にてオーステナイト温度から合金物品を冷
却することであって、ここで合金中の相転移が１４９℃～３０２℃（３００°Ｆ～５７５
°Ｆ）の温度範囲で生ずることと、
　１２１℃～２６０℃（２５０°Ｆ～５００°Ｆ）の温度にて、４５０分間～６５０分間
の温度での時間で合金物品を焼き戻し、それによって焼き戻し合金物品を提供することを
含み、
　前記合金が、合金全質量の質量パーセントで、０．４０～０．５３の炭素、０．１５～
１．００のマンガン、０．１５～０．４５の珪素、０．９５～１．７０のクロム、３．３
０～４．３０のニッケル、０．３５～０．６５のモリブデン、０．０００２～０．００５
０のホウ素、０．００１～０．０１５のセリウム、０．００１～０．０１５のランタン、
０．００２以下のイオウ、０．０１５以下のリン、０．０１１以下の窒素を含み、そして
残部が鉄及び付随する不純物からなる、プロセス。
【請求項２】
　１６３℃～１７７℃（３２５°Ｆ～３５０°Ｆ）の温度にて、４８０分間～６００分間
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の温度での時間で合金物品を焼き戻し、それによって焼き戻し合金物品を提供することを
含む請求項１に記載のプロセス。
【請求項３】
　前記焼き戻し合金物品が５７０ＢＨＮより大きく、６７５ＢＨＮより小さい硬度を示す
請求項１に記載のプロセス。
【請求項４】
　前記焼き戻し合金物品が６００ＢＨＮより大きく、６７５ＢＨＮより小さい硬度を示す
請求項１に記載のプロセス。
【請求項５】
　前記焼き戻し合金物品が、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス１）のもとでの最
小Ｖ５０弾道限界値より大きいＶ５０弾道限界値を示す請求項１に記載のプロセス。
【請求項６】
　焼き戻し合金物品が、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス１）のもとでの最小Ｖ

５０弾道限界値を少なくとも１５．２ｍ／秒（５０フィート／秒）超過するＶ５０弾道限
界値を示す請求項１に記載のプロセス。
【請求項７】
　前記焼き戻し合金物品が、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとで必要
とされるＶ５０弾道限界値よりも４５．７ｍ／秒（１５０フィート／秒）小さいＶ５０弾
道限界値以上のＶ５０弾道限界値を示す請求項１に記載のプロセス。
【請求項８】
　前記焼き戻し合金物品が、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとで必要
とされるＶ５０弾道限界値よりも３０．５ｍ／秒（１００フィート／秒）小さいＶ５０弾
道限界値以上のＶ５０弾道限界値を示す請求項１に記載のプロセス。
【請求項９】
　前記焼き戻し合金物品が、７．６２ｍｍ（０．３０インチ）口径Ｍ２、ＡＰ発射体攻撃
を受けた場合、目に見える亀裂を示さない請求項１に記載のプロセス。
【請求項１０】
　前記焼き戻し合金物品が、ラスマルテンサイト相及び下部ベイナイト相の少なくとも一
方を含む微細構造を有する請求項１に記載のプロセス。
【請求項１１】
　前記焼き戻し合金物品が、４．７８～７．６２ｍｍ（０．１８８～０．３００インチ）
の範囲の厚さを有する板を含む請求項１に記載のプロセス。
【請求項１２】
　前記焼き戻し合金物品が、装甲板又は装甲シートを構成する請求項１に記載のプロセス
。
【請求項１３】
　前記合金が、０．４９～０．５１の炭素、０．２～０．８のマンガン、０．２～０．４
０の珪素、１．００～１．５０のクロム、３．７５～４．２５のニッケル、０．４０～０
．６０のモリブデン、０．００１０～０．００３０のホウ素、０．００３～０．０１０の
セリウム及び０．００２～０．０１０のランタンを含む請求項１に記載のプロセス。
【請求項１４】
　請求項１記載の方法によって製造された合金物品であって、
合金全質量の質量パーセントで、０．４０～０．５３の炭素、０．１５～１．００のマン
ガン、０．１５～０．４５の珪素、０．９５～１．７０のクロム、３．３０～４．３０の
ニッケル、０．３５～０．６５のモリブデン、０．０００２～０．００５０のホウ素、０
．００１～０．０１５のセリウム、０．００１～０．０１５のランタン、０．００２以下
のイオウ、０．０１５以下のリン、０．０１１以下の窒素を含み、そして残部が鉄及び付
随する不純物からなる合金物品であって、
　前記合金物品が、ラスマルテンサイト相及び下部ベイナイト相の少なくとも一方を含む
微細構造を有し、
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　前記合金物品が、５７０ＢＨＮを超える硬度を示す合金物品。
【請求項１５】
　前記合金物品が５７０ＢＨＮより大きく、６７５ＢＨＮより小さい硬度を示す請求項１
４に記載の合金物品。
【請求項１６】
　前記合金物品が６００ＢＨＮより大きく、６７５ＢＨＮより小さい硬度を示す請求項１
４に記載の合金物品。
【請求項１７】
　前記合金物品が、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス１）のもとでの最少Ｖ５０

弾道限界値より大きいＶ５０弾道限界値を示す請求項１４に記載の合金物品。
【請求項１８】
　前記合金物品が、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス１）のもとでの最小Ｖ５０

弾道限界値を少なくとも１５．２ｍ／秒（５０フィート／秒）超過するＶ５０弾道限界値
を示す請求項１４に記載の合金物品。
【請求項１９】
　前記合金物品が、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとで必要とされる
Ｖ５０弾道限界値よりも４５．７ｍ／秒（１５０フィート／秒）小さいＶ５０弾道限界値
以上のＶ５０弾道限界値を示す請求項１４に記載の合金物品。
【請求項２０】
　前記合金物品が、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとで必要とされる
Ｖ５０弾道限界値よりも３０．５ｍ／秒（１００フィート／秒）小さいＶ５０弾道限界値
以上のＶ５０弾道限界値を示す請求項１４に記載の合金物品。
【請求項２１】
　前記合金物品が、７．６２ｍｍ（０．３０インチ）口径Ｍ２、ＡＰ発射体攻撃を受けた
場合、目に見える亀裂を示さない請求項１４に記載の合金物品。
【請求項２２】
　前記合金物品が、４．７８～７．６２ｍｍ（０．１８８～０．３００インチ）の範囲の
厚さを有する板を含む請求項１４に記載の合金物品。
【請求項２３】
　前記焼き戻し合金物品が、装甲板又は装甲シートを構成する請求項１４に記載の合金物
品。
【請求項２４】
　合金物品を作製するプロセスであって、
　少なくとも７８８℃（１４５０°Ｆ）の温度で作動する炉内で合金物品を加熱すること
によって合金物品をオーステナイト化することと、
　別の合金物品から間隔を空けて、静止空気中にてオーステナイト温度から合金物品を冷
却することと、
　１２１℃～２６０℃（２５０°Ｆ～５００°Ｆ）の温度にて、４５０分間～６５０分間
の温度での時間で合金物品を焼き戻し、それによって焼き戻し合金物品を提供することを
含み、
　前記合金が、合金全質量の質量パーセントで、０．４０～０．５３の炭素、０．１５～
１．００のマンガン、０．１５～０．４５の珪素、０．９５～１．７０のクロム、３．３
０～４．３０のニッケル、０．３５～０．６５のモリブデン、０．０００２～０．００５
０のホウ素、０．００１～０．０１５のセリウム、０．００１～０．０１５のランタン、
０．００２以下のイオウ、０．０１５以下のリン、０．０１１以下の窒素を含み、そして
残部が鉄及び付随する不純物からなる、
　冷却と焼き戻しとの間に液体焼入れを含まない、プロセス。
【請求項２５】
　焼き戻しが、１６３℃～１７７℃（３２５°Ｆ～３５０°Ｆ）の温度にて、４８０分間
～６００分間の温度での時間で合金物品を焼き戻すことを含む、請求項２４に記載のプロ
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セス。
【請求項２６】
　前記焼き戻し合金物品が、ラスマルテンサイト相及び下部ベイナイト相の少なくとも一
方を含む微細構造を有する請求項２４に記載のプロセス。
【請求項２７】
　前記合金物品が５７０ＢＨＮより大きく、６７５ＢＨＮより小さい硬度を示す請求項２
４に記載のプロセス。
【請求項２８】
　前記合金物品が６００ＢＨＮより大きく、６７５ＢＨＮより小さい硬度を示す請求項２
４に記載のプロセス。
【請求項２９】
　前記焼き戻し合金物品が、４．７８～７．６２ｍｍ（０．１８８～０．３００インチ）
の範囲の厚さを有する板を含む請求項２４に記載のプロセス。
【請求項３０】
　前記焼き戻し合金物品が、装甲板又は装甲シートを構成する請求項２４に記載のプロセ
ス。
【請求項３１】
　前記焼き戻し合金物品が、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス１）のもとでの最
小Ｖ５０弾道限界値を少なくとも１５．２ｍ／秒（５０フィート／秒）超過するＶ５０弾
道限界値を示す請求項２４に記載のプロセス。
【請求項３２】
　前記焼き戻し合金物品が、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとで必要
とされるＶ５０弾道限界値よりも３０．５ｍ／秒（１００フィート／秒）小さいＶ５０弾
道限界値以上のＶ５０弾道限界値を示す請求項２４に記載のプロセス。
【請求項３３】
　前記焼き戻し合金物品が、７．６２ｍｍ（０．３０インチ）口径Ｍ２、ＡＰ発射体攻撃
を受けた場合、目に見える亀裂を示さない請求項２４に記載のプロセス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願との相互参照
　本出願は、２００８年８月１日に出願された米国特許出願第１２／１８４，５７３号の
一部継続出願である。米国特許出願第１２／１８４，５７３号は、米国特許法第（３５　
Ｕ．Ｓ．Ｃ．１１９（ｅ）条）のもとで、２００７年８月１日に出願された米国特許仮出
願第６０／９５３，２６９号に対して優先権を主張する。米国特許出願第１２／１８４，
５７３号及び同第６０／９５３，２６９号は参照により本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　本開示は、５５０ＢＨＮ（ブリネル硬度数）を超える硬度を有し、標準的な弾道試験に
て相当な且つ予想外の貫通抵抗性と亀裂抵抗性を示す鉄ベース合金に関する。本開示はま
た、合金を含む装甲材及びそのほかの製造物品に関する。本開示はまた、弾道貫通及び亀
裂に対する抵抗性を改善するように種々の鉄ベース合金を加工する方法にも関する。
【背景技術】
【０００３】
　装甲板、装甲シート及び装甲棒は一般に、強制的に発射された発射体に対する保護構造
物として提供される。装甲板、装甲シート及び装甲棒は通常、人員及び車両や機械化され
た兵器における特性を保護する手段としてとして使用され、その製品はまた様々な民間人
においても用途を有する。そのような用途には、たとえば、武装化した民間車両の被覆材
及び爆発にに対する防備特性への囲いが挙げられる。装甲材はたとえば、ポリマー、セラ
ミック及び金属合金を含む種々の材料から製造されている。装甲材は可動性物品に装着さ
れることが多いので装甲材の重量は通常、重要な因子である。また、装甲材を製造するこ
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とに関連する費用は、特に、外国製の装甲材の合金、セラミック及び特殊ポリマーに関し
ては相当なものであり得る。従って、目的は、既存の装甲材に代わって有効であり、所望
のレベルの弾道性能（貫通抵抗及び亀裂抵抗）を達成するのに必要な装甲材の重量を有意
に減らすことなくさらに低いコストを提供することであった。
【０００４】
　また、増え続ける装甲に対する脅威において、米軍は、長年にわたって戦車やそのほか
の戦闘車両に使用される装甲品の重量を増やし続け、その結果、車両重量が有意に増加し
た。そのような傾向を継続することは、装甲戦闘車両の輸送性、移動可能な渡橋能力及び
機敏性に劇的に有害に影響を及ぼす危険性がある。過去１０年以内に、米軍は、必要が生
じると世界中のどの地域にも非常に迅速に戦闘車両やそのほかの武装物を移動させること
ができるような戦略を適用している。従って、戦闘車両の重量を過剰に増やす懸念は注目
の的となっている。したがって、米軍は、特定のチタン合金、セラミック及びハイブリッ
ドセラミックタイル／ポリマーマトリクス複合材（ＰＭＣ）などの、多くの可能性のある
代替物である軽量の装甲材を検討しているところである。
【０００５】
　一般的なチタン合金装甲材の例には、Ｔｉ－６Ａｌ－４Ｖ、Ｔｉ－６Ａｌ－４Ｖ　ＥＬ
Ｉ及びＴｉ－４Ａｌ－２．５Ｖ－Ｆｅ－Ｏが挙げられる。チタン合金は、さらに従来の圧
延均質鋼装甲よりも多くの利点を提供する。チタン合金は、弾道ミサイルの脅威における
幅広い観点から、圧延均質鋼やアルミニウム合金に比べて高い質量効率を有し、好ましい
多ヒット弾道貫通抵抗能も提供する。チタン合金はまた一般に高い強度対重量の比を示し
、同様に相当な腐食耐性も示し、結果的に通常、低い物品維持コストを生じる。チタン合
金は既存の製造施設で容易に製造でき、チタンのスクラップ及びミルリバート（ｍｉｌｌ
　ｒｅｖｅｒｔ）を、再び溶融して商業的なスケールで再利用することが出来る。それに
も関わらず、チタン合金は欠点を有する。例えば、通常スポールライナーが必要とされ、
チタン装甲板の製造、及びその材料からの製品の作製に関連するコスト（例えば、機械加
工及び溶接のコスト）は、圧延された均質な鋼の装甲に関するコストより実質的に高い。
【０００６】
　ＰＭＣはいくつかの利点（例えば、化学的な脅威によって剥離しないこと、より静かな
作業者の環境、及び弾丸及び破片による弾道の脅威に対する高い物質効率）を提供するが
、同時に多くの欠点に悩まされている。例えば、ＰＭＣ構成物を作製するコストは、圧延
均質鋼又はチタン合金から構成物を作製するためのコストと比較して高く、ＰＭＣは、既
存の製造施設において容易に作製することが出来ない。また、ＰＭＣ材料の非破壊テスト
は、合金装甲材の試験ほどには良好に進行しない可能性がある。その上、ＰＭＣに関する
多ヒット弾道貫通抵抗能力及び自動車の耐荷重能力は、最初に発射体が衝突した結果とし
て生ずる構造的な変化によって不利に影響を及ぼされる可能性がある。加えて、ＰＭＣ装
甲材で覆われた戦闘車両の内部の乗員に対して炎と有毒ガスの危険が存在する可能性があ
り、そしてＰＭＣの商業的な製造及び再利用の能力は十分に確立されていない。
【０００７】
　金属合金は、装甲材を選ぶ際にしばしば選択される材料である。金属合金は、実質的な
多ヒット保護を提供し、通常、外国製のセラミック、ポリマー、及び複合材と比較して製
造において高価ではなく、装甲材を有する戦闘車両及び可動性の装備システムのための構
成物を容易に作製することが出来る。発射体は、より高い硬度の材料に衝突した場合によ
り破片になりやすいので、装甲用途においては、非常に高い硬度を有する材料を使用する
ことに利点があると従来考えられている。装甲用途に用いられる特定の金属の合金を、通
常、非常に高い温度から冷却することによって、容易に高い硬度に加工することが出来る
。
【０００８】
　圧延均質鋼合金は、一般的にチタン合金より高価でないために、弾道性能は漸増的な改
善であっても意義があり、装甲用途に用いられる既存の圧延均質鋼の組成及び加工を変更
することに実質的な努力が向けられている。例えば、改善された弾道の脅威に対する性能
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は、機能の損失を伴わずに装甲板の厚みの減少を可能にするので、これにより装甲システ
ムの総重量が減少する。高いシステム重量は、例えば、ポリマー及びセラミック装甲と比
較して、金属の合金システムの主な欠点であるために、弾道の脅威に対する性能を改善す
ることにより、外国製の装甲システムと比較して、合金の装甲により競争力を与えること
が出来る。
【０００９】
　過去２５年の間、比較的軽量の被覆材及び複合材の鋼の装甲が開発されてきた。特定の
これらの複合材の装甲は、例えば、硬い、貫通抵抗性の鋼のベース層と治金的に結合した
高硬度の鋼の前面層を組み合わせる。高硬度の鋼の層は、発射体を破壊することを意図し
ており、一方で硬い下層は、装甲の亀裂、粉砕、又は剥離を防ぐことを意図している。こ
の種類の複合材の装甲を形成する従来の方法としては、２種類の鋼をロール圧接して積層
した板にすることが挙げられる。複合材の装甲の１つの例は、Ｋ１２（登録商標）装甲板
であり、これはＡＴＩ　Ａｌｌｅｇｈｅｎｙ　Ｌｕｄｌｕｍ，Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇｈ，　
Ｐｅｎｎｓｙｌｖａｎｉａから入手可能な、二重硬度のロール圧接した複合材装甲板であ
る。Ｋ１２（登録商標）装甲板は、硬度が高い前側と、それに比べて柔らかい裏側を含む
。Ｋ１２（登録商標）装甲板の両方の面はＮｉ－Ｍｏ－Ｃｒ合金の鋼であるが、前側は、
裏側よりも高い炭素含有量を含む。Ｋ１２（登録商標）装甲板は、従来の均質な装甲板と
比較して、優れた弾道性能特性を有し、数多くの政府、軍、及び民間の装甲用途に関する
弾道に対する要求を満たすか、またはその要求を超える。被覆材及び複合材の鋼の装甲は
、数多くの利点を提供するが、被覆工程又はロール圧接工程を伴う追加の加工は、必然的
に装甲システムのコストを増加させる。
【００１０】
　比較的高価でない低合金を含有する鋼もまた、特定の装甲用途に用いられる。炭素、ク
ロム、モリブデン、及びその他の元素と合金化し、適切な加熱、焼き入れ、及び焼き戻し
工程を用いる結果として、特定の、５５０ＢＨＮ（ブリネル硬度数）よりも大きな非常に
高い硬度を有する低合金鋼の装甲を生産することが出来る。そのような高い硬度の鋼は、
「６００ＢＨＮ」鋼として一般的に知られている。表１は、装甲用途に用いられる入手可
能な６００ＢＨＮ鋼のいくつかの例に関して、報告された組成及び機械的特性を提供する
。ＭＡＲＳ３００及びＭＡＲＳ３００Ｎｉ＋は、フランスの会社であるＡｒｃｅｌｏｒに
よって製造される。ＡＲＭＯＸ６００Ｔ装甲は、スウェーデンのＳＳＡＢ　Ｏｘｅｌｏｓ
ｕｎｄ　ＡＢから入手可能である。高い硬度の６００ＨＢＮ鋼の装甲は、発射体を破壊し
、又は平らにするには非常に効果的だが、これらの鋼の著しい欠点は、やや脆い傾向があ
り、例えば装甲貫通発射体に対する弾道試験の際に、容易に亀裂を起こすことである。こ
れらの材料の亀裂は、多ヒット弾道抵抗能力を提供するための問題となり得る。
【表１】

【００１１】
　前述の観点から、６００ＢＨＮ範囲内の硬度を有し、亀裂の伝搬の少ない相当の多ヒッ
ト弾道抵抗性を有する改善された鋼装甲材を提供することが有利であろう。
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【発明の概要】
【００１２】
　本開示の種々の非限定の実施形態によれば、好ましい多ヒット弾道抵抗性、５５０ＢＨ
Ｎを超える硬度を有し、合金全重量に対する重量パーセントで、０．４０～０．５３の炭
素、０．１５～１．００のマンガン、０．１５～０．４５の珪素、０．９５～１．７０の
クロム、３．３０～４．３０のニッケル、０．３５～０．６５のモリブデン、０．０００
２～０．００５０のホウ素、０．００１～０．０１５のセリウム、０．００１～０．０１
５のランタン、０．００２以下のイオウ、０．０１５以下のリン、０．０１１以下の窒素
、鉄及び付随する不純物を含む鉄ベース合金が提供される。
【００１３】
　本開示の種々の非限定のそのほかの実施形態によれば、５５０ＢＨＮを超える硬度を有
し、合金全重量に対する重量パーセントで０．４０～０．５３の炭素、０．１５～１．０
０のマンガン、０．１５～０．４５の珪素、０．９５～１．７０のクロム、３．３０～４
．３０のニッケル、０．３５～０．６５のモリブデン、０．０００２～０．００５０のホ
ウ素、０．００１～０．０１５のセリウム、０．００１～０．０１５のランタン、０．０
０２以下のイオウ、０．０１５以下のリン、０．０１１以下の窒素、鉄及び付随する不純
物を含む合金延伸材、たとえば、板、棒又はシートが提供される。
【００１４】
　本開示の種々のそのほかの非限定の実施形態によれば、５５０ＢＨＮを超える硬度を有
し、規格ＭＩＬ－ＤＲＬ－４６１００Ｅのもとで性能要件を満たす又はそれを超えるＶ５

０弾道限界（保護）値を有する装甲板、装甲棒及び装甲シートから選択される装甲延伸材
が提供される。種々の実施形態では、装甲延伸材は、低下した又は最低限の亀裂の伝搬を
伴った規格ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃのもとでの性能要件よりも１５０フィート／秒小さ
いＶ５０弾道限界値と少なくとも同じくらいのＶ５０弾道限界値を有する。延伸材は、合
金全重量に対する重量パーセントで、０．４０～０．５３の炭素、０．１５～１．００の
マンガン、０．１５～０．４５の珪素、０．９５～１．７０のクロム、３．３０～４．３
０のニッケル、０．３５～０．６５のモリブデン、０．０００２～０．００５０のホウ素
、０．００１～０．０１５のセリウム、０．００１～０．０１５のランタン、０．００２
以下のイオウ、０．０１５以下のリン、０．０１１以下の窒素、鉄及び付随する不純物を
含む合金である。
【００１５】
　本開示の種々のそのほかの非限定の実施形態によれば、５５０ＢＨＮを超える硬度を有
し、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２のもとでのクラス１性能要件を満たす又はそれを超
えるＶ５０弾道限界（保護）値を有する装甲板、装甲棒及び装甲シートから選択される装
甲延伸材が提供される。種々の実施形態では、装甲延伸材は、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２
３３２のもとでのクラス２性能要件よりも１５０フィート／秒小さいＶ５０弾道限界値と
少なくとも同じくらいのＶ５０弾道限界値を有する。延伸材は、合金全重量に対する重量
パーセントで、０．４０～０．５３の炭素、０．１５～１．００のマンガン、０．１５～
０．４５の珪素、０．９５～１．７０のクロム、３．３０～４．３０のニッケル、０．３
５～０．６５のモリブデン、０．０００２～０．００５０のホウ素、０．００１～０．０
１５のセリウム、０．００１～０．０１５のランタン、０．００２以下のイオウ、０．０
１５以下のリン、０．０１１以下の窒素、鉄及び付随する不純物を含む合金である。
【００１６】
　本開示に係る種々の実施形態は、低下した又は最低限の亀裂の伝搬と共に好ましい多ヒ
ット弾道抵抗性を有し、５５０ＢＨＮを超える硬度を有する合金の製造方法に関するが、
延伸材は、合金全重量に対する重量パーセントで、０．４０～０．５３の炭素、０．１５
～１．００のマンガン、０．１５～０．４５の珪素、０．９５～１．７０のクロム、３．
３０～４．３０のニッケル、０．３５～０．６５のモリブデン、０．０００２～０．００
５０のホウ素、０．００１～０．０１５のセリウム、０．００１～０．０１５のランタン
、０．００２以下のイオウ、０．０１５以下のリン、０．０１１以下の窒素、鉄及び付随
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する不純物を含む合金である。合金は、少なくとも１４５０°Ｆの温度に合金を加熱する
ことによってオーステナイト化する。次いで、オーステナイト化温度から装甲合金を冷却
する従来の方法とは異なり、合金を従来の方法で冷却すると曲線が想定される軌道に対し
て合金の冷却曲線の軌道を変える方法にて合金をオーステナイト化温度から冷却する。オ
ーステナイト化温度からの合金の冷却は、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅのもとでの
Ｖ５０弾道限界値及びＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス１）のもとでの種々の実施形
態におけるＶ５０弾道限界値を満たす又はそれらを超えるＶ５０弾道限界値を合金に提供
し得る。
【００１７】
　種々の実施形態では、オーステナイト化温度からの合金の冷却は、規格ＭＩＬ－Ａ－４
６０９９Ｃのもとでの必要とされるＶ５０弾道限界値及び低下した又は最低限の亀裂の伝
搬を伴った規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとでの種々の実施形態にお
ける必要とされるＶ５０弾道限界値よりも１５０フィート／秒小さいＶ５０弾道限界値を
合金に提供する。言い換えれば、Ｖ５０弾道限界値は、規格ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃの
もとでの必要とされるＶ５０弾道限界値及び低下した又は最低限の亀裂の伝搬を伴った規
格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとでの種々の実施形態における必要とさ
れるＶ５０弾道限界値よりも１５０フィート／秒小さいＶ５０弾道限界値と少なくとも同
じくらいである。
【００１８】
　本開示に係る方法の種々の非限定の実施形態によれば、合金を冷却する工程は、互いに
接触して配置した板と共にオーステナイト化温度から複数の合金の板を同時に冷却するこ
とを含む。
【００１９】
　種々の実施形態では、少なくとも１４５０°Ｆに合金物品を加熱することによって合金
物品をオーステナイト化する。次いで、オーステナイト化温度から鋼合金を冷却する従来
の方法で合金物品をオーステナイト化温度から冷却する。次いで、冷却した合金を２５０
°Ｆ～５００°Ｆの範囲の温度にて焼き戻す。オーステナイト化温度からの合金の冷却と
焼き戻しは、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００ＥのもとでのＶ５０弾道限界値及びＭＩＬ
－ＤＴＬ－３２３３２（クラス１）のもとでの種々の実施形態におけるＶ５０弾道限界値
を満たす又はそれらを超えるＶ５０弾道限界値を合金に提供し得る。
【００２０】
　種々の実施形態では、オーステナイト化温度からの合金物品の従来の冷却及び、焼き戻
しは、規格ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃのもとでの必要とされるＶ５０弾道限界値及び低下
した又は最低限の亀裂の伝搬を伴った規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のも
とでの種々の実施形態における必要とされるＶ５０弾道限界値よりも１５０フィート／秒
小さいＶ５０弾道限界値を合金に提供する。言い換えれば、Ｖ５０弾道限界値は、規格Ｍ
ＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃのもとでの必要とされるＶ５０弾道限界値及び低下した又は最低
限の亀裂の伝搬を伴った規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとでの種々の
実施形態における必要とされるＶ５０弾道限界値よりも１５０フィート／秒小さいＶ５０

弾道限界値と少なくとも同じくらいである。
【００２１】
　種々の実施形態では、合金物品は合金板又は合金シートであり得る。合金シート又は合
金板は装甲シート又は装甲板であり得る。本開示の一実施形態は、本開示に係る合金及び
合金物品の実施形態を含む製造物品に関する。そのような製造物品には、たとえば、装甲
車両、装甲筐体、及び装甲移動式機器が挙げられる。
【００２２】
　本明細書で開示され、記載される本発明はこの要約で開示された実施形態に限定されな
いことが理解される。
【００２３】
　本明細書で開示され、記載される非限定の実施形態の種々の特徴は、添付の図面を参照
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してさらに良く理解され得る。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】以下に記載されるように加工された特定の実験板試料におけるオーステナイト化
処理加熱温度の関数としてのＨＲＣ硬度のプロットを示す図である。
【図２】以下に記載されるように加工された特定の非限定の実験板試料におけるオーステ
ナイト化処理加熱温度の関数としてのＨＲＣ硬度のプロットを示す図である。
【図３】以下に記載されるように加工された特定の非限定の実験板試料におけるオーステ
ナイト化処理加熱温度の関数としてのＨＲＣ硬度のプロットを示す図である。
【図４】オーステナイト化温度からの冷却の間に使用された試験試料の配置の模式図であ
る。
【図５】オーステナイト化温度からの冷却の間に使用された試験試料の配置の模式図であ
る。
【図６】特定の試験試料における焼き戻し実行の関数として必要とされる最小限のＶ５０

速度（ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃによる）を超えるＶ５０速度のプロットを示す図である
。
【図７】オーステナイト化温度からの冷却の間に使用された試験試料の配置の模式図であ
る。
【図８】オーステナイト化温度からの特定の試験試料の冷却工程の間の時間に対する試料
温度のプロットを示す図である。
【図９】オーステナイト化温度からの特定の試験試料の冷却工程の間の時間に対する試料
温度のプロットを示す図である。
【図１０】オーステナイト化温度からの冷却の間使用された試験試料の配置の模式図であ
る。
【図１１】オーステナイト化温度からの冷却の間使用された試験試料の配置の模式図であ
る。
【図１２】以下で議論されるような、オーステナイト化温度から冷却された幾つかの実験
試料について時間に対して試料温度をプロットしたグラフである。
【図１３】以下で議論されるような、オーステナイト化温度から冷却された幾つかの実験
試料について時間に対して試料温度をプロットしたグラフである。
【図１４】以下で議論されるような、オーステナイト化温度から冷却された幾つかの実験
試料について時間に対して試料温度をプロットしたグラフである。
【図１５】本明細書で開示され、記載される高硬度合金から形成された弾道試験パネルの
写真である。
【図１６】本明細書で開示され、記載される高硬度合金から形成された弾道試験パネルの
写真である。
【図１７】本明細書で開示され、記載される高硬度合金から形成された弾道試験パネルの
写真である。
【図１８】本明細書で開示され、記載される高硬度合金から形成された弾道試験パネルの
写真である。
【図１９】本明細書で開示され、記載される高硬度合金から形成された弾道試験パネルの
写真である。
【図２０】本明細書で開示され、記載される高硬度合金から形成された弾道試験パネルの
写真である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　本開示に係る合金、物品及び方法の種々の非限定の実施形態の以下の詳細な説明を考慮
する際、読者は、そのほかと同様に前述の詳細を十分に理解するであろう。読者はまた、
本明細書で記載される合金、物品及び方法を実施する又は使用する際、追加の詳細を理解
するであろう。
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【００２６】
　開示される実施形態の種々の記載は簡略化されて、開示される実施形態の明瞭な理解に
関連する要素、特徴及び態様のみを説明する一方で、明瞭な目的のためにそのほかの特性
、特徴、態様などを排除することが理解されるべきである。当業者は、開示される実施形
態の本記載を考慮する際、そのほかの特性、特徴、態様などが開示される実施形態の特定
の実施又は用途で望ましくてもよいことを認識するであろう。しかしながら、そのような
特性、特徴、態様などは、開示される実施形態の本記載を考慮する際、当業者によって容
易に確認され、実施され得るので開示される実施形態の完全な理解には必要ではないため
、そのような特性、特徴、態様などの記載は本明細書では提供されない。従って、本明細
書で言及される記載は、開示される実施形態の単なる例示であり、説明であり、特許請求
の範囲によって単に定義される本発明の範囲を限定することを意図するものではないこと
が理解されるべきである。
【００２７】
　本開示では、特に指示されない限り、量又は特性を表す数はすべて、用語「約」が前置
きされる又はそれによって修飾されるとして理解されるべきである。従って、それとは反
対に指示されなければ、以下の記載で言及されるどの数的パラメータも、本開示に係る組
成及び方法で得るように求められる所望の特性によって変化してもよい。最低限、且つ特
許請求の範囲の同等物の原則の適用を限定することを試みずに、本説明に記載される各数
的パラメータは少なくとも、報告された有意な数字の数の観点で、及び通常の四捨五入法
を適用することによって解釈されるべきである。
【００２８】
　また、本明細書で言及される数的範囲は、その中に含められる下位範囲すべてを含むこ
とが意図される。たとえば、「１～１０」の範囲は、言及される最小値１～言及される最
大値１０の間（及びそれらを含む）、すなわち、１以上の最小値と１０以下の最大値を有
する下位範囲すべてを含むことが意図される。本明細書で言及される任意の最大数限界は
、その中に含まれるさらに小さな数の限界すべてを含むことが意図され、本明細書で言及
される任意の最小数限界は、その中に含まれるさらに大きな数の限界すべてを含むことが
意図される。従って、出願者らは、特許請求の範囲を含む本開示を補正して明らかに本明
細書で言及される範囲内に含まれる下位範囲を明らかに言及する権利を留保する。そのよ
うな範囲はすべて、そのような下位範囲を明らかに言及するような補正が米国特許法第（
３５　Ｕ．Ｓ．Ｃ．１１２条第１段落及び同第１３２（ａ）条）に従うように本明細書で
本質的に開示されることが意図される。
【００２９】
　文法上の冠詞等である「ｏｎｅ」、「ａ」、「ａｎ」及び「ｔｈｅ」は、本明細書で使
用されるとき、特に指示されない限り、「少なくとも１つ」又は「１以上」を含むことが
意図される。従って、冠詞等は、冠詞等の文法的目的の１を超えた１以上（すなわち、少
なくとも１）を指すように本明細書で使用される。例証として、「ａ　ｃｏｍｐｏｎｅｎ
ｔ」は１以上の成分を意味するので多分、１を超える成分が熟考され、記載される実施形
態の実施において採用され、又は使用されてもよい。
【００３０】
　全体として又は部分的に参照により本明細書に組み込まれると言われる特許、出版物又
はそのほかの開示資料は、その全体または部分的に本明細書に組み込まれるが、本開示で
明らかに言及される既存の定義、記述、又はそのほかの開示資料と組み込まれたものが矛
盾しない程度でのみ本明細書に組み込まれる。そのようなものとして、及び必要な程度に
、本明細書で言及される明白な開示は、参照により本明細書に組み込まれる矛盾する資料
に取って代わる。参照により本明細書に組み込まれると言われるが、本開示で言及される
既存の定義、記述、又はそのほかの開示資料と矛盾する任意の資料又はその一部は、組み
込まれる資料と既存の開示資料の間で矛盾が生じない程度でのみ本明細書に組み込まれる
。出願者は本開示を補正して、参照により本明細書に組み入れられた任意の主題を明白に
言及する権利を留保する。
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【００３１】
　本開示は種々の実施形態の説明を含む。本明細書で記載される実施形態は例となり、説
明であり、非限定であることが理解されるべきである。従って、本発明は、種々の例とな
る、説明に役立ち、非限定的な実施形態の記載によって限定されることはない。むしろ、
本発明は、特許請求の範囲によってのみ定義され、それは、本開示にて明白に若しくは本
質的に記載される特徴又は本開示によって明白に若しくは本質的に記載される又は本質的
に支えられる特徴を言及するために補正されてもよい。
【００３２】
　本開示は、一つには、有意な硬度を有し、亀裂及び／又は亀裂の伝搬が低減した、最少
化した又はなくなった、相当な且つ予想外の多ヒット弾道抵抗性を示す低合金鋼に関し、
それは、たとえば、軍の装甲用途に好適なレベルの弾道貫通抵抗性を付与する。本開示に
係る鋼の種々の実施形態は、５５０ＢＨＮを超える硬度値を示し、ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６
１００Ｅにより評価した場合、及びＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃにより評価した場合、相当
なレベルの弾道貫通抵抗性を示す。本開示に係る鋼の種々の実施形態は、５７０ＢＨＮを
超える硬度値を示し、ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２のクラス１又はクラス２により評価し
た場合、相当なレベルの弾道貫通抵抗性を示す。米軍規格「ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００
Ｅ」、「ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃ」、及び「ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２」は参照によ
り本明細書に組み込まれる。
【００３３】
　特定の既存の６００ＢＨＮ鋼装甲板材に比べて、本開示に係る合金の種々の実施形態は
、徹甲弾（ＡＰ）発射体に対して調べた場合、亀裂及び貫通に対して有意に影響を受けに
くい。合金の種々の実施形態はまた、たとえば、Ｋ－１２（登録商標）装甲板のような高
合金装甲材の性能に匹敵する弾道性能を示す。本開示に係る鋼合金の種々の実施形態の弾
道性能は、全体的に予想外に与えられた、たとえば、従来の６００ＢＨＮ鋼装甲材と比べ
て合金の低い合金含量と合金の相対的に適度な硬度であった。
【００３４】
　さらに詳しくは、本開示に係る合金の種々の実施形態は相対的に適度な硬度（相対的に
遅い冷却速度又は従来の速度にてオーステナイト化温度から合金を冷却することによって
提供され得る）を示すが、合金の試料はＫ－１２（登録商標）装甲板の性能に少なくとも
匹敵する相当な弾道性能を示すことが予想外に認められた。この驚くべき且つ自明ではな
い発見は、鋼装甲材の硬度を高めることが弾道性能を改善するという従来の信念に直接矛
盾する。
【００３５】
　本開示に係る鋼の種々の実施形態は低レベルの残留元素、イオウ、リン、窒素及び酸素
を含む。また、鋼の種々の実施形態は１つ以上のセリウム、ランタン及び希土類金属の濃
縮を含む。操作の特定の理論に束縛されないで、本発明者らは、希土類の添加が合金に存
在するイオウ、リン、及び／又は酸素の一部に結合してこれら残留物が粒界であまり濃縮
せず、材料の多ヒット弾道抵抗性を低減しないように作用し得ると考えている。さらに、
鋼の粒界の中でイオウ、リン、及び／又は酸素を濃縮することは、高速弾道の際、粒間分
離を促進し、材料の破損、亀裂の伝搬、及び衝突する発射体の貫通の可能性を招き得るこ
とが考えられる。本開示に係る鋼の種々の実施形態はまた、相対的に高いニッケル含量、
たとえば、３．３０～４．３０重量％のニッケルを含んで相対的に頑丈なマトリクスを提
供し、それによって弾道性能を有意に改善する。種々の実施形態では、ニッケル含量は、
本明細書で開示される鋼の３．７５～４．２５重量％を構成する。
【００３６】
　種々の実施形態では、本明細書で開示される鋼合金は、（合金の全重量に対する重量パ
ーセントで）０．４０～０．５３の炭素、０．１５～１．００のマンガン、０．１５～０
．４５の珪素、０．９５～１．７０のクロム、３．３０～４．３０のニッケル、０．３５
～０．６５のモリブデン、０．００２以下のイオウ、０．０１５以下のリン、０．０１１
以下の窒素、鉄及び付随する不純物を含む。種々の実施形態では、鋼合金はまた０．００
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０２～０．００５０のホウ素、０．００１～０．０１５のセリウム及び／又は０．００１
～０．０１５のランタンも含む。
【００３７】
　種々の実施形態では、炭素含量は、０．４０～０．５３重量％の範囲内、たとえば、０
．４８～０．５２重量％又は０．４９～０．５１重量％の部分範囲を含んでもよい。マン
ガンの含量は、０．１５～１．００重量％の範囲内、たとえば、０．２０～０．８０重量
％の部分範囲を含んでもよい。珪素の含量は、０．１５～０．４５重量％の範囲内、たと
えば、０．５０～０．４０重量％の部分範囲を含んでもよい。クロムの含量は、０．９５
～１．７０重量％の範囲内、たとえば、１．００～１．５０重量％の部分範囲を含んでも
よい。ニッケルの含量は、３．３０～４．３０重量％の範囲内、たとえば、３．７５～４
．２５重量％の部分範囲を含んでもよい。モリブデンの含量は、０．３５～０．６５重量
％の範囲内、たとえば、０．４０～０．６０重量％の部分範囲を含んでもよい。
【００３８】
　種々の実施形態では、イオウ含量は０．００１重量％以下の含量を含んでもよく、リン
の含量は、０．０１０重量％以下の含量を含んでもよく、及び／又は窒素の含量は０．０
１０重量％以下の含量を含んでもよい。種々の実施形態では、ホウ素の含量は０．０００
２～０．００５０重量％の範囲内、たとえば、０．００８～０．００２４、０．００１０
～０．００３０、又は０．００１５～０．００２５重量％の部分範囲を含んでもよい。
セリウム含量は、０．００１～０．０１５重量％の範囲内、たとえば、０．００３～０．
１０重量％の部分範囲を含んでもよい。ランタン含量は０．００１～０．０１５重量％の
範囲内、たとえば、０．００２～０．０１０重量％の部分範囲を含んでもよい。
【００３９】
　新奇の合金系を開発することに加えて、本発明者らはまた以下のように検討を行い、議
論し、既知の軍規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅ、ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃ及びＭＩ
Ｌ－ＤＴＬ－３２３３２により評価されるような硬度及び弾道性能を改善するために本開
示の範囲内でどのように鋼を加工するかを決定した。本発明者らはまた、鋼の中で炭化物
粒子を溶解し、拡散を可能にし、鋼の中で有利な程度の均質性を生じることが意図される
種々に温度に本開示に係る鋼の試料を供した。この試験の目的は、材料の靭性を低下させ
、それによって弾道性能を低下させる、過剰な炭化を生じない、且つ過剰で受け入れ難い
粒成長を生じない熱試験温度を決定することだった。種々の加工において、鋼の板はクロ
スロールされ、ある程度の等方性を提供した。
【００４０】
　本明細書に記載される加工法の種々の実施形態は鋼合金に特定の微細構造を付与すると
も考えられる。たとえば、種々の実施形態では、開示された鋼はオーステナイト化温度か
ら冷却されてマルテンサイトを形成する。冷却された合金は有意な量の双晶マルテンサイ
トと種々の量の残留オーステナイトを含有し得る。本明細書で開示される種々の実施形態
に係る冷却された合金の焼き戻しは、残留オーステナイトを下部ベイナイト及び／又はラ
スマルテンサイトに変換し得る。このことによって結果的に、硬い双晶マルテンサイト微
細構造と靭性の高い、さらに延性の下部ベイナイト及び／又はラスマルテンサイトの微細
構造の相乗的な組み合わせを有する鋼合金を生じ得る。硬度、靭性及び延性の相乗的な組
み合わせは、本明細書で記載される合金に優れた弾道貫通特性と亀裂抵抗性を付与し得る
。
【００４１】
　オーステナイト化温度から異なった温度で冷却されたので異なった硬度を有する試料の
弾道性能を評価する試みも行った。本発明者らの試験には、亀裂の伝搬が軽減した、最少
化した、又はなくなった多ヒット弾道抵抗性を最良にどのように促すのかを評価すること
を意図した焼き戻し試験及び冷却試験が含まれた。７．６２ｍｍ（．３０の口径Ｍ２，Ａ
Ｐ）の発射体を用いてＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅ、ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃ及びＭ
ＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２ごとに種々の試験試料のＶ５０弾道限界値を決定することによ
って試料を評価した。本発明者らの合金試験の詳細は以下のとおりである。
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【００４２】
　１．実験合金板の調製
　低合金鋼装甲材の新規の組成物を処方した。本発明者らは、そのような合金組成は好ま
しくは、相対的に高いニッケル含量と低レベルのイオウ、リン及びニッケルの残留元素を
含むべきであり、均質性を促すように板形状に加工されるべきであると結論付けた。アル
ゴン／酸素脱炭化）「ＡＯＤ」又はＡＯＤとエレクトロスラグ再溶解（「ＥＳＲ」）によ
って、表２に示す実験的化学成分を有する合金の幾つかのインゴットを調製した。表２は
、合金元素の所要最小値及び所要最大値、好ましい最小値及び好ましい最大値（あれば）
、および名目上の目標レベル、並びに製造された合金の実際の化学成分を示す。合金の残
りには鉄及び付随する不純物が含まれた。付随する不純物として存在するかも知れない元
素の非限定例には、銅、アルミニウム、チタン、タングステン及びコバルトが挙げられる
。出発材料に由来する及び／又は合金の加工を介する可能性がある付随する不純物は、冶
金学の当業者に既知であろう。特に指示されない限り、合金全重量に対する重量パーセン
トとして、合金の組成は表２に報告され、さらに一般的には本明細書で報告される。また
、表２では、「ＬＡＰ」は「できるだけ低い」を指す。
【表２】

【００４３】
　従来の手法を用いてインゴットの表面を磨いた。次いでインゴットを約１３００°Ｆに
加熱し、均等化し、この第１の温度で６～８時間保持し、約２００°Ｆ／時間（９３℃／
時間）で約２０５０°Ｆ（１１２１℃）に加熱し、厚さ１インチ当たり約３０～４０分間
第２の温度で保持した。次いでインゴットを６～７インチ（１５．２～１７．８ｃｍ）の
厚さに熱間圧延し、末端を切り取り、必要に応じて約２０５０°Ｆ（１１２１℃）で１～
２時間再加熱し、その後、厚さ約１．５０～２．６５インチ（３．８１～６．７３ｃｍ）
のリスラブに追加的に熱間圧延した。従来の手法を用いてリスラブを応力除去焼きなまし
し、次いでスラブの表面を吹き付け磨きし、約０．１８８インチ（４．８ｍｍ）～約０．
３１０インチ（７．８ｍｍ）に及ぶ仕上げ標準厚さを有する長い板に仕上げロールした。
次いで長い板を完全に焼き戻し、吹き付け磨きし、平坦化し、剪断して複数の個々の板を
形成した。
【００４４】
　特定の場合、仕上げ厚さを達成するのに必要な最終ロール工程の直前にリスラブをロー
ル温度に再加熱した。さらに具体的には、特定の板試料を表３に示すように最終ロールし
た。表３に示すように最終ロールした０．２７５インチと０．３１０インチ（７ｍｍと７
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する可能性のある加熱温度パラメータを評価した。
【表３】

【００４５】
　２．硬度試験
　第１節で製造した板をオーステナイト化処理及び硬化工程に供し、３つに切り分け、さ
らなる試験のための試料を形成し、任意で焼き戻し処理に供した。オーステナイト化処理
には、１５５０～１６５０°Ｆ（８４３～８９９℃）で４０分間の温度での時間で試料を
加熱することが関与した。硬化には、オーステナイト化処理から室温（「ＲＴ」）まで試
料を空冷すること又は油中で試料を冷ますことを含める。
【００４６】
　本明細書で使用されるとき、用語「温度での時間」は、少なくとも物品の表面が特定の
温度に達した後、その温度で物品を維持する時間の持続時間を指す。たとえば、試料を１
６５０°Ｆで４０分間の温度での時間で試料を加熱することは、試料を１６５０°Ｆの温
度に試料を加熱し、いったん試料が１６５０°Ｆに達したら、試料を１６５０°Ｆで４０
分間維持することを意味する。指定の温度での時間が経過した後、物品の温度は指定の温
度から変化してもよい。本明細書で使用されるとき、用語「最少限の加熱炉時間」は、物
品が炉に入れられ、指定の温度で加熱される時間の最少限の持続時間を指す。たとえば、
語句「１６５０°Ｆで４０分間の最少限の加熱炉時間で試料を加熱すること」は、試料を
１６５０°Ｆの加熱炉に４０分間入れ、次いで１６５０°Ｆの加熱炉から取り出すことを
意味する。
【００４７】
　それぞれオーステナイト化され、硬化された板からの３つの試料の１つを試験用に硬化
状態で保持した。それぞれオーステナイト化され、硬化された板から切り出された残りの
２つの試料は、２５０°Ｆ（１２１℃）又は３００°Ｆ（１４９℃）で９０分間の温度で
の時間にて焼き戻した。試料の硬度を評価するのに必要とされる時間を減らすために、ブ
リネル硬度試験ではなく、まずロックウエルＣ（ＨＲＣ）試験を用いて試料すべてを調べ
た。硬化状態で最高のＨＲＣ値を示す２つの試料も調べて硬化状態（すなわち、焼き戻し
処理の前）でのブリネル硬度（ＢＨＮ）を決定した。表４は、２５０°Ｆ（１２１℃）又
は３００°Ｆ（１４９℃）で焼き戻した試料のオーステナイト化処理温度、冷却型、標準
厚さ及びＨＲＣ値を列記する。表４はまた、試験に用いた板が最終標準厚さに圧延される
直前に再加熱に供されたかどうかも示す。加えて、表４は、硬化されたままの状態で最高
のＨＲＣ値を示す、焼き戻さなかった硬化試料についてのＢＨＮ硬度も列記する。
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【表４】

【００４８】
　表５は、硬化状態での、及び２５０°Ｆ（１２１℃）又は３００°Ｆ（１４９℃）で９
０分間の温度での時間で焼き戻した後の表４に含まれる試料の平均ＨＲＣ値を提供する。

【表５】

【００４９】
　一般に、指定の負荷のもとで指定の径の硬質鋼又は炭化物の球の形状での圧子を試料の
表面に押し付け、試験後に残った圧痕の径を測定することによってブリネル硬度は、規格
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ＡＳＴＭ　Ｅ１０ごとに決定される。ブリネル硬度数又は「ＢＨＮ」は、使用した圧子負
荷（キログラムでの）を圧痕の実際の表面積（平方ミリメートル）で割ることによって得
られる。結果は圧力測定であるが、ＢＨＮ値が報告される場合、単位は稀にしか述べられ
ない。
【００５０】
　鋼装甲試料のブリネル硬度数の評価では、卓上機器を用いて１０ｍｍ径のタングステン
炭化物球圧子を試験検体の表面に押し付ける。機器は３０００キログラムの負荷を普通１
０秒間適用する。球体を離した後、得られた丸い圧痕の径を測定する。ＢＨＮ値は以下の
式に従って算出されるが、
【数１】

式中、ＢＨＮ＝ブリネル硬度数、Ｐ＝キログラムでの押し付け負荷、Ｄ＝球形圧子のｍｍ
での径、及びｄ＝得られた圧子の圧痕のｍｍでの径である。
【００５１】
　装甲板の表面領域で何回かのＢＨＮ試験を行い、各試験は、やや異なった硬度数を生じ
てもよい。硬度におけるこの変異は、均質の装甲材でさえ絶対的には均一ではないので局
所の化学成分や微細構造における軽微な変異により得る。硬度測定における小さな変異は
検体における圧子の圧痕の径の測定での誤差からも生じ得る。任意の単一検体における硬
度測定の予想される変異を考えて、ＢＨＮ値は単一の別個の値ではなく範囲として提供さ
れることが多い。
【００５２】
　表４に示すように、試料で測定された最高のブリネル硬度は６２４及び５８７だった。
それらの特定の硬化された試料は、１５５０°Ｆ（８４３℃）（ＢＨＮ６２４）又は１６
００°Ｆ（８７１℃）（ＢＨＮ５８７）にてオーステナイト化された。２つの試料の一方
は油焼入れし（ＢＨＮ６２４）、他方は空冷し、２つの使用の一方（ＢＨＮ６２４）は最
終の標準厚さに圧延する前に再加熱した。
【００５３】
　一般に、焼き戻しを用いることは試料の硬度を高める傾向があることが認められ、３０
０°Ｆ（１４９℃）の焼き戻し温度は各オーステナイト化温度にてさらに大きな硬度の上
昇を生じた。また、オーステナイト化温度を上昇させることは一般に達成される最終的な
硬度を低下させる傾向があることが認められた。これらの相関を図１に示すが、それは、
硬化状態（「ＡｇｅＮ」）又は２５０°Ｆ（１２１℃）（「Ａｇｅ２５」）又は３００°
Ｆ（１４９℃）（Ａｇｅ３０」）のいずれかで焼き戻した後における０．２７５インチ（
７ｍｍ）の試料（左図）及び０．３１０インチ（７．８ｍｍ）（右図）についてオーステ
ナイト化温度の関数として平均ＨＲＣ硬度をプロットしている。
【００５４】
　図２及び図３は、冷却型による硬度、及び０．２７５及び０．３１０インチ（７及び７
．８ｍｍ）の名目最終の標準厚さに圧延する前にリスラブを加熱したかどうかの場合の硬
度に対する効果を考慮している。図２は、硬化状態（「ＡｇｅＮ」）又は２５０°Ｆ（１
２１℃）（「Ａｇｅ２５」）又は３００°Ｆ（１４９℃）（Ａｇｅ３０」）のいずれかで
焼き戻した後における、非再加熱０．２７５インチ（７ｍｍ）試料（上左図）、再加熱０
．２７５インチ（７ｍｍ）試料（下左図）、非再加熱０．３１０インチ（７．８ｍｍ）試
料（上右図）、及び再加熱０．３１０インチ（７．８ｍｍ）試料（下右図）についてオー
ステナイト化温度の関数としてＨＲＣ硬度をプロットしている。同様に図３は、硬化状態
（「ＡｇｅＮ」）又は２５０°Ｆ（１２１℃）（「Ａｇｅ２５」）又は３００°Ｆ（１４
９℃）（Ａｇｅ３０」）のいずれかで焼き戻した後における、空冷０．２７５インチ（７
ｍｍ）試料（上左図）、油焼入れした０．２７５インチ（７ｍｍ）試料（下左図）、空冷
０．３１０インチ（７．８ｍｍ）試料（上右図）、及び油焼入れした０．３１０インチ（
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７．８ｍｍ）試料（下右図）についてオーステナイト化温度の関数としてＨＲＣ硬度をプ
ロットしている。各オーステナイト化温度で加工し、図２及び図３における各図に関する
条件を満たす試料の平均硬度を四角のデータ点として各図でプロットし、傾向を上手く視
覚化できるように各図におけるそのようなデータ点を点線で繋ぐ。図２及び図３の各図で
考慮された試料すべての全体的な平均硬度を菱形データ点として各図でプロットする。
【００５５】
　図２を参照して、最終的な標準厚さに圧延する前の再加熱の硬度効果は軽微であり、他
の変数の効果に対して明らかではないことが一般に認められた。たとえば、最高の２つの
ブリネル硬度を持つ試料の１つだけが最終的な標準厚さに圧延する前に再加熱された。図
３を参照して、オーステナイト化加熱処理の後、油焼入れすことに対して空冷を用いた結
果生じる硬度の差異は極わずかであることが一般に認められた。たとえば、最高の２つの
ブリネル硬度を持つ試料の１つだけが最終的な標準厚さに圧延する前に板形状で再加熱さ
れた。
【００５６】
　実験合金試料は、オーステナイト化焼きなまし後、高濃度の残留オーステナイトを含む
ことが判った。板厚が大きく、オーステナイト化の処理温度が高いと高レベルの残留オー
ステナイトを生じる傾向があった。また、焼き戻しの間にオーステナイトの少なくとも一
部がマルテンサイトに変換することが認められた。焼き戻し処理後に存在する焼き戻しさ
れていないマルテンサイトは最終物質の靭性を下げ得る。最適な靭性をさらに上手く確保
するには、追加の焼き戻しを用いて残留オーステナイトをマルテンサイトにさらに変換し
得ることが結論付けられた。本発明者らの観察に基づいて、少なくとも約１５００°Ｆ（
８１５℃）、さらに好ましくは少なくとも約１５５０°Ｆ（８４３℃）のオーステナイト
化温度が、高い硬度を達成するという点で評価される物品について申し分ないと思われる
。
【００５７】
　３．弾道性能評価
　０．２７５インチ（７ｍｍ）の名目厚さを有する１８×１８インチ（４５．７×４５．
７ｃｍ）の試験パネルを幾つか、上記第１節で記載されたように調製し、次いで以下で議
論されるようにさらに加工した。次いでパネルを以下で記載されるように弾道性能試験に
供した。
【００５８】
　第１節で記載されたように製造した８個の試験パネルを以下のようにさらに加工した。
８個のパネルを１６００°Ｆ（８７１℃）で３５分間（±５分）オーステナイト化し、室
温に空冷し、硬度を調べた。１６００°Ｆ（８７１℃）でオーステナイト化した８個のパ
ネルの１つのＢＨＮ硬度をオーステナイト化したまま、焼き戻ししない（「硬化したまま
」）状態で測定した。硬化パネルは約６００ＢＨＮの硬度を示した。
【００５９】
　１６００°Ｆ（８７１℃）でオーステナイト化し、空冷した８個のパネルのうち６個を
２つずつ３セットに分け、各セットを２５０°Ｆ（１２１℃）、３００°Ｆ（１４９℃）
及び３５０°Ｆ（１７７℃）の１つで９０分間（±５分）焼き戻し、室温に空冷し、硬度
を調べた。焼き戻したパネルの３セットのそれぞれの１個（合計３パネル）を取り除けて
おき、残りの３個を元々の２５０°Ｆ（１２１℃）、３００°Ｆ（１４９℃）及び３５０
°Ｆ（１７７℃）の焼き戻し温度の１つで９０分間（±５分）再び焼き戻し、室温に空冷
し、硬度を調べた。試料ＩＤ番号１～６によってこれら６個のパネルを以下の表６で特定
する。
【００６０】
　１６００°Ｆ（８７１℃）でオーステナイト化し、空冷した８個のパネルのうち１個を
３２°Ｆ（０℃）の氷水におよそ１５分間浸漬し、次いで取り出し、硬度を調べた。次い
でパネルを３００°Ｆ（１４９℃）で９０分間（±５分）焼き戻し、室温に空冷し、３２
°Ｆ（０℃）の氷水におよそ１５分間浸漬し、次いで取り出し、硬度を調べた。次いで試
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料を３００°Ｆ（１４９℃）で９０分間（±５分）再び焼き戻し、室温に空冷し、３２°
Ｆ（０℃）の氷水におよそ１５分間再び入れ、再び取り出し、硬度を調べた。表６にてこ
のパネルをＩＤ番号７によって参照する。
【００６１】
　上記第１節に記載されたように調製した３個の追加のパネルをさらに以下のように加工
し、次いで弾道性能試験に供した。３個のパネルそれぞれを１９５０°Ｆ（１０６５℃）
で３５分間（±５分）オーステナイト化し、室温に空冷し、硬度を調べた。次に３個のパ
ネルそれぞれを３００°Ｆで９０分間（±５分）焼き戻し、室温に空冷し、硬度を調べた
。焼き戻し、空冷した３個のパネルのうち２個を次いで３００°Ｆ（１４９℃）で９０分
間（±５分）再び焼き戻し、室温に空冷し、次いで硬度を調べた。再び焼き戻したパネル
の１個を次に低温で－１２０°Ｆ（－８４℃）に冷却し、室温に温め、硬度を調べた。こ
れら３個のパネルを表６ではＩＤ番号９～１１によって特定する。
【００６２】
　ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅによる７．６２ｍｍ（．３０口径Ｍ２、ＡＰ）発射体を
用いてＶ５０弾道限界（保護）を評価することによって、表６にて特定された１１個のパ
ネルを弾道性能について個々に評価した。Ｖ５０弾道限界値は、発射体が装甲試験パネル
を貫通する確率が５０％で算出された発射体速度である。
【００６３】
　さらに正確には、米軍規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅ（「装甲、板、鋼、鍛錬用、
高硬度」）、ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃ（「装甲、板、鋼、ロール圧接、二重硬度（０．
１８７インチ～０．７００インチを含む）」）及びＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（装甲、
板、鋼、鍛錬用、超高硬度」）のもとで、Ｖ５０弾道限界（保護）値は、完全な貫通を生
じる３つの最低発射体速度と部分的貫通を生じる３つの最高発射体速度を含む６つの公平
な弾道速度の平均速度である。１５０フィート／秒（ｆｐｓ）の最高速度が、Ｖ５０弾道
限界値を決定するのに採用される最低と最高の速度の間で容認される。
【００６４】
　完全貫通の最低速度が、部分貫通の最高速度より１５０ｆｐｓを超えて低い場合、弾道
限界は、１０の速度（完全貫通を生じる５つの最低速度と部分貫通を生じる５つの最高速
度）に基づく。１０回の過度に広がった弾道限界を使用する場合、速度の広がりは、最低
部分レベル、１５０ｆｐｓにできるだけ近くに減らさなければならない。Ｖ５０弾道限界
（保護）値を決定するのに通常の上下点火法を用い、速度はすべて着速に補正される。計
算されたＶ５０弾道限界が、必要とされる最小を超える３０ｆｐｓ未満であり、３０ｆｐ
ｓ以上のギャップ（完全貫通の最低速度未満の部分貫通の最高速度）が存在するのであれ
ば、発射体の点火を必要に応じて継続し、ギャップを２５ｆｐｓ以下に減らす。
【００６５】
　試験パネルについて決定されたＶ５０弾道限界値を特定の厚さの試験パネルについて必
要とされる最小Ｖ５０弾道限界値と比較してもよい。試験パネルについて計算されたＶ５

０弾道限界値が必要とされる最小Ｖ５０弾道限界値を超えるならば、試験パネルは必要な
弾道性能の基準を「パス」していると言われ得る。板状装甲材の最小Ｖ５０弾道限界値は
、ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅ、ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃ及びＭＩＬ－ＤＴＬ－３２
３３２を含む種々の米軍規格に設定されている。
【００６６】
　表６は１１個の弾道試験パネルのそれぞれの以下の情報を列記する：試料のＩＤ番号；
オーステナイト化温度；オーステナイト化処理から室温に冷却した後（「硬化したまま」
）のＢＨＮ硬度；焼き戻し処理のパラメータ（使用した場合）；焼き戻し温度から室温に
冷却した後のＢＨＮ硬度；再焼き戻し処理のパラメータ（使用した場合）；再焼き戻し温
度から室温に冷却した後のＢＨＮ硬度；及びパネルの計算されたＶ５０弾道限界値とＭＩ
Ｌ－ＤＴＬ－４６１００Ｅによる及びＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃによる必要とされる最小
Ｖ５０弾道限界値との間でのｆｐｓの差異。表６における正のＶ５０の差異値（たとえば
、「＋４１９」）は、パネルについて計算されたＶ５０弾道限界が示された程度に必要と
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されるＶ５０を超えたことを示す。負の差異値（たとえば、「－４４」）は、パネルにつ
いて計算されたＶ５０弾道限界が示された程度に、示された軍規格による必要とされるＶ

５０弾道限界値に届かなかったことを示す。
【表６】

【００６７】
　１２～１９と番号を付け、実験合金から構成される追加の８個の１８×１８インチ（４
５．７×４５．７ｃｍ）（名目）の試験パネルを上記第１節で記載されたように調製した
。パネルのそれぞれは名目上、０．２７５インチ（７ｍｍ）又は０．３２０インチ（７．
８ｍｍ）の厚さだった。８個のパネルのそれぞれを１６００°Ｆ（８７１℃）で３５分間
（±５分）加熱することによるオーステナイト化に供し、次いで室温に空冷した。硬化状
態で（冷却し、焼き戻し処理を行わない）、７．６２ｍｍ（．３０口径）Ｍ２、ＡＰ発射
体に対して弾道性能についてパネル１２を評価した。パネル１３～１９は表７に載せた個
々の焼き戻し工程に供し、室温に空冷し、次いで上記パネル１～１１と同様に弾道性能に
ついて評価した。表７に載せた焼き戻し時間のそれぞれは近似であり、実際には載せた時
間の±５分以内だった。表８は、表７に載せた特定のパネル厚さについてのＭＩＬ－ＤＴ
Ｌ－４６１００Ｅによる及びＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃによる必要とされる最小Ｖ５０弾
道限界値と共に、試験パネル１２～１９のそれぞれの計算されたＶ５０弾道限界（性能）
値を列記する。



(20) JP 5746194 B2 2015.7.8

10

20

30

40

50

【表７】

【表８】

【００６８】
　たとえば、板、棒及びシートの形態での延伸材は、合金の硬度及び弾道性能を最適化す
るために前述の所見と結論を考慮して作成する工程を含む加工によって本開示に従って合
金から作製され得る。当業者によって理解されるように、「板」製品は少なくとも３／１
６インチの名目厚さと少なくとも１０インチの幅を有し、「シート」製品は３／１６以下
の名目厚さと少なくとも１０インチの幅を有する。当業者は、板、シート及び棒のような
種々の従来の延伸材の間での差異を容易に理解するであろう。
【００６９】
　４．冷却試験
　ａ．試行１
　表２に示す実際の化学成分を有する０．２７５×１８×１８インチの試料の群を１６０
０°Ｆ±１０°Ｆ（８７１℃±６℃）で３５分間±５分間加熱することによるオーステナ
イト化サイクルを介して加工し、次いで冷却軌道に影響を及ぼす種々の方法を用いて室温
に冷却した。次いで冷却した試料を定義した時間焼き戻し、室温に冷却した。試料は、ブ
リネル硬度を調べ、弾道試験を行った。規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅのもとでの要
件を満たす弾道Ｖ５０値が所望だった。好ましくは、弾道Ｖ５０値によって評価されるよ
うな弾道性能は、規格ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃのもとで必要とされるＶ５０値よりもま
さに１５０ｆｐｓ小さい。一般に、ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃは、ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６
１００Ｅのもとで必要とされるものより３００～４００ｆｐｓ大きい有意に高いＶ５０値



(21) JP 5746194 B2 2015.7.8

10

20

30

40

を要求する。
【００７０】
　表９は、試料間で１インチの隙間を空けた冷却棚に試料を縦に並べ、室温環境における
静止空気にて試料を室温に冷却することによってオーステナイト化温度から冷却した試料
についての硬度とＶ５０の結果を列記する。図４はこれら試料の積み重ね配置を模式的に
説明する。
【００７１】
　表１０は、表９の試料と同じ一般冷却条件と同じ試料縦型棚配置を用いるが、冷却ファ
ンが試料の周りの室温を循環させてオーステナイト化温度から冷却した試料についての硬
度とＶ５０の結果を列記する。従って、表１０の試料がオーステナイト化温度から冷却す
る平均速度は表９に載せた試料のそれを超えた。
【００７２】
　表１１は、試料がオーステナイト化温度から冷却する速度に影響を及ぼすように、冷却
棚で水平に配置し、隣接する試料と接触して並べた、静止空気で冷却した試料についての
硬度とＶ５０の結果を列記する。表１１に含まれるＶ５０値を図６にて焼き戻しの実行の
関数としてプロットする。４つの異なった並べ方配置を表１１の試料に用いた。配置の１
つでは、図５の上部に示すように、２つの試料を互いに接触して置いた。別の配置では、
図５の下部に示すように、３つの試料を互いに接触して置いた。図８は、図５の上部と下
部で示すように並べた試料についての冷却曲線のプロットである。図７は、２つのさらな
る並べ方配置を示し、オーステナイト化温度から冷却する間、４枚の板（上部）又は５枚
の板（下部）を互いに接触して置いた。図９は、図７の上部と下部で示すように並べた試
料についての冷却曲線のプロットである。
【００７３】
　表１１に載せた各試料について、表の第２欄は、並べ方配置に関連する試料の総数を示
す。試料の周りで空気を循環させること（静止空気で冷却することに対して）及び表９、
１０及び１１における試料と同様に異なった数の試料を互いに接触させて置くことは種々
の試料についての冷却曲線の形状に影響を及ぼすことが予想された。言い換えれば、冷却
曲線によって辿られる特定の軌道（すなわち、曲線の形状）は表９、１０及び１１におけ
る検体の種々の配置に関して異なることが予想された。たとえば、他の試料と接触させて
冷却した試料についての冷却曲線の１つ以上の領域における冷却速度は同じ冷却曲線の領
域における縦に置き、間隔を空けた試料の冷却速度よりも小さい可能性がある。試料の冷
却における差異は、以下で議論するように試料の弾道貫通抵抗性に予想外に影響を及ぼす
試料における微細構造の差異を生じたと考えられる。
【００７４】
　表９～１１は、これらの表に載せた各試料で使用した焼き戻し処理を特定する。表９～
１１におけるＶ５０の結果は、規格ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃのもとでの特定の試験試料
サイズについての必要とされるＶ５０弾道限界値に対するフィート／秒（ｆｐｓ）での差
異として記載される。例として、「－１５６」の値は、７．６２ｍｍ（．３０口径Ｍ２、
ＡＰ）の銃弾を用いた軍規格ごとに評価されるその試料についてのＶ５０弾道限界値が軍
規格のもとで必要とされる値よりも１５６ｆｐｓ小さいことを意味し、「＋８２」の値は
、Ｖ５０弾道限界値が必要とされる値を８２ｆｐｓ超えることを意味する。従って、大き
な正の差異の値は、軍規格のもとで必要とされるＶ５０弾道限界値を超える弾道貫通抵抗
性を反映するので最も望ましい。表９で報告されるＶ５０値は、標的板が弾道試験の間、
割れた（劣化した）ので推定した。表９及び表１０に載せた試料の弾道試験結果は、亀裂
のさらに高い発生を経験した。
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【表１０】
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【表１１】

【００７５】
　表１１に載せた試料硬度値は、表９及び表１０の試料のそれよりも有意に小さかった。
差異は、オーステナイト化温度から試料を冷却する際、試料を互いに接触して置いた結果
であると考えられ、それは、表９及び表１０及び図４で参照される「空冷」試料に対して
試料の冷却曲線を改変した。表１１の試料に用いた緩慢な冷却はまた、オーステナイト化
温度から室温への冷却の間、物質を自己焼き戻しするように作用するとも考えられる。
【００７６】
　上記で議論したように、従来の信念は、鋼装甲材の硬度を高めることは衝突する発射体
を破損する装甲材の能力を高め、それによって、たとえば、Ｖ５０弾道限界値試験により
評価されるような弾道性能を向上させるはずであるということである。表９及び表１０に
おける試料は、組成上は表１１のものと同一であり、オーステナイト化温度からの冷却方
法を除いて、実質的に同じ方法で加工した。従って、鋼装甲材の製造における当業者は、
表１１における試料の低い表面硬度が弾道貫通抵抗性に否定的に影響すると予想するであ
ろう。
【００７７】
　その代わりに、本発明者らは、表１１の試料が正のＶ５０値を維持しつつ、有意に改善
された貫通抵抗性を予想外に示すことを見い出した。オーステナイト化温度からの冷却後
、鋼を焼き戻す場合の実験試行における弾道特性の明らかな改善を考慮すると、ミルスケ
ール試行での種々の実施形態では、オーステナイト化温度からの冷却後、２５０～４５０
°Ｆ、好ましくは約３７５°Ｆにて約１時間焼き戻すことが有益であると考えられる。
【００７８】
　表１１における平均Ｖ５０弾道限界値は、ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃのもとで試料に必
要とされるＶ５０弾道限界値よりも１１９．６ｆｐｓ高い。従って、表１１における実験
データは、本開示に係る鋼装甲材の実施形態がＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃのもとで必要と
される値に近い又はそれを超えるＶ５０速度を有することを示している。それに対して、
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必要とされるものよりわずか２ｆｐｓ大きいに過ぎず、試料は、受け入れ難い多ヒット亀
裂抵抗性を経験した。ＭＩＬ－Ａ－４６０９９ＣのＶ５０弾道限界値の要件が規格ＭＩＬ
－ＤＴＬ－４６１００Ｅのもとでのものよりおよそ３００～４００ｆｐｓ大きいことを考
えると、本開示に係る種々の鋼装甲材の実施形態もＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅのもと
で必要とされる値に近いか又はそれを満たす。本開示における発明を全く限定しないが、
Ｖ５０弾道限界値は好ましくは、ＭＩＬ－Ａ－4６０９９Ｃのもとで必要とされる値に１
５０ｆｐｓ以上満たない。言い換えれば、Ｖ５０弾道限界値は好ましくは、最少限の亀裂
伝搬を伴った規格ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃのもとで必要とされるＶ５０値よりも１５０
ｆｐｓ小さいＶ５０値と少なくとも同じくらいである。
【００７９】
　表１１の実施形態の平均貫通抵抗性能は、相当なものであり、特定のさらにコストの高
い装甲材又はＫ１２（登録商標）二重硬度装甲板に少なくとも匹敵すると考えられる。要
するに、表１１における鋼装甲材試料は表９及び表１０における試料よりも有意に低い表
面硬度を有したが、それらは、特定の高級な高合金の装甲合金の弾道抵抗性に匹敵する、
実質的に高い弾道貫通抵抗性を、亀裂伝搬の低い発生と共に予想外に示した。
【００８０】
　特定の理論に束縛されることを意図しないで、本発明者らは、本開示に係る鋼装甲材の
新奇の組成とオーステナイト化温度からの装甲材の冷却の従来にない手法が予想外に高い
貫通抵抗性を伴った鋼装甲材を提供するのに重要であると考えている。本発明者らは、表
１１における試料の相当な弾道性能が単に、表９及び表１０における試料に比べて試料の
低い硬度の関数ではないことを認めた。実際、以下の表１２で示すように、表９における
特定の試料は、表１１における試料の焼き戻し後の硬度と実質的に同じである焼き戻し後
の硬度を有したが、表９及び表１０の試料とは異なってオーステナイト化温度から冷却し
た表１１の試料は亀裂の低い発生と共に相当に高いＶ５０弾道限界値を有した。従って、
操作の特定の理論に束縛されることを意図しないで、表１１における貫通抵抗性の有意な
改善は、従来にない冷却方法の間に生じ、さらに室温に冷却する間に物質が自己焼き戻し
されるのを可能にする予想外の且つ有意な微細構造変化の結果生じ得たと考えられる。
【００８１】
　本試行では、本明細書で議論される本発明者らの所見に基づいて、冷却棚で水平方向に
互いに接触させて試料を置くことによって従来の空冷工程のものから冷却曲線を改変した
が、従来の冷却曲線を改変する他の手段を用いて本開示に係る合金の弾道性能に有益に影
響を及ぼし得ることが考えられる。合金の冷却曲線を有益に改変する可能な方法の例には
、制御された冷却ゾーンでオーステナイト化温度から冷却すること、又はオーステナイト
化温度からの合金の冷却工程のすべて又は一部の間で熱的に絶縁された物質、たとえば、
カオウールによって合金を変換することが挙げられる。
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【表１２】

【００８２】
　装甲材の用途にて高硬度によって得られる利点を考慮すると、本開示に係る低合金鋼は
少なくとも５５０ＢＨＮ、種々の実施形態では少なくとも５７０ＢＨＮ又は６００ＢＨＮ
の硬度を有してもよい。前述の試験結果及び本発明者らの所見に基づいて、本発明に係る
鋼は、５５０ＢＨＮを超え、７００ＢＨＮ未満である、種々の実施形態では、５５０又は
５７０ＢＨＮを超え、６７５ＢＨＮ未満である硬度を有してもよい。種々のそのほかの実
施形態によれば、本開示に係る鋼は、少なくとも６００ＢＨＮであり、６７５ＢＨＮ未満
である硬度を有する。硬度は弾道性能を確立するのに重要な役割を担っている可能性があ
る。しかしながら、本方法に従って製造された実験的装甲材合金はまた、空気中でオース
テナイト化温度から試料を冷却する従来の工程を特徴とする曲線から試料の冷却曲線を改
変した、試料の従来にない冷却方法の結果生じた微細構造変化から予想外の相当な貫通抵
抗性も推進する。
【００８３】
　ｂ．試行２
　実験的試行を行って、本開示に係る合金の弾道貫通抵抗性における予想外の改善に少な
くとも部分的に関与し得るオーステナイト化温度から冷却された合金の冷却曲線への特定
の変化を検討した。表２で示す実際の化学成分を有する３枚の０．３１０インチの試料板
を２群、１６００°Ｆ±１０°Ｆ（８７１℃±６℃）のオーステナイト化温度で３５分間
±５分間加熱した。オーステナイト化温度からの試料の冷却曲線に影響を及ぼすために２
つの異なった配置で群を炉のトレイに配置した。図１０で説明される第１の配置では、３
枚の試料（番号、ＤＡ－７、ＤＡ－８及びＤＡ－９）を試料間で最小１インチの間隔を空
けて縦に棚に入れた。第１の熱電対（「チャンネル１」と呼ぶ）を棚に入れた試料の中間
の試料（ＤＡ－８）の面に置いた。第２の熱電対（チャンネル２）を外側の板（ＤＡ－７
）の外側の面（すなわち、中間の板に面していない）に置いた。図１１に示す第２の配置
では、３枚の試料を互いに接触させて水平に重ね合わせ、試料番号ＤＡ－１０が底、ＢＡ
－２が一番上、ＢＡ－１が中間だった。第１の熱電対（チャンネル３）は底の試料の上面
に置き、第２の熱電対（チャンネル４）は一番上の試料の裏面（中間の試料の上面と相対
する）に置いた。各配置の試料をオーステナイト化温度に加熱し、そこで維持した後、試
料トレイを炉から取り出し、試料が３００°Ｆ（１４９℃）未満になるまで静止空気中で
冷却した。
【００８４】
　オーステナイト化温度から室温に試料を冷却した後、各試料の角位置で硬度（ＢＨＮ）
を評価し、その後再びオーステナイト化試料を２２５°Ｆ（１０７℃）で６０分間焼き戻
した。結果を表１３に示す。
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【表１３】

【００８５】
　図１２に示す冷却曲線は、オーステナイト化炉から試料を取り出した直後の時間から約
２００～４００°Ｆ（９３～２０４℃）の範囲の温度に達するまでの各チャンネル１～４
で記録された試料の温度をプロットする。図１２はまた、高温から冷めるときの合金につ
いての種々の相領域を説明する、合金についての可能な連続冷却変換（ＣＣＴ）曲線も示
す。図１３は、チャンネル１～４についての各冷却曲線が理論的ＣＣＴ曲線と交差する領
域を含む、図１１の冷却曲線の一部の詳細な図を示す。同様に図１４は、５００～９００
°Ｆ（２６０～４８２℃）の試料温度の範囲における図１２で示した冷却曲線とＣＣＴ曲
線の一部を示す。チャンネル１と２（縦に並べた試料）についての冷却曲線は、チャンネ
ル３と４（積み重ねた試料）についての冷却曲線に類似する。しかしながら、チャンネル
１と２についての冷却曲線は、特に冷却曲線の早期部分（冷却工程の開始の間）にてチャ
ンネル３と４についての曲線とは異なった軌道を辿る。
【００８６】
　その後、チャンネル１と２についての曲線の形状は、チャンネル３と４よりも速い冷却
速度を反映する。たとえば、個々のチャンネルの冷却曲線が最初にＣＣＴ曲線と交差する
冷却曲線の領域では、チャンネル１と２（縦に並べた試料）の冷却速度はおよそ１３６°
Ｆ／分（７５．６℃／分）であり、チャンネル３と４（積み重ねた試料）の冷却速度はそ
れぞれ、およそ９８°Ｆ／分（５４．４℃／分）とおよそ１０７°Ｆ／分（５９．４℃／
分）だった。予想されたように、チャンネル３と４の冷却速度は、上記で議論した、２枚
積み重ねた板（１１１°Ｆ／分（６１．７℃／分））と５枚積み重ねた板（９５°Ｆ／分
（５２．８℃／分））を含む冷却試行で測定した冷却速度の間に入る。２枚積み重ねた板
（「２ＰＩ」）と５枚積み重ねた板（「５ＰＩ」）の冷却試行についての冷却曲線も図１
２～１４に示す。
【００８７】
　チャンネル１～４について図１２～１４で示す冷却曲線は、冷却速度すべてが実質的に
異なったわけではないことを示唆している。しかしながら、図１２と図１３に示すように
、曲線のそれぞれが、最初に異なった時点でＣＣＴ曲線と交差するということは異なった
量の転移を示しており、それは試料の相対的な微細構造に有意に影響し得る。ＣＣＴ曲線
との交差点の変異は、試料が高温にある間に生じる冷却の度合いによって主に決定される
。従って、試料が炉から取り出された相対的に直後の時間で生じる冷却の量は試料の最終
的な微細構造に有意に影響し得るし、これは、言い換えれば、本明細書で議論する弾道貫
通抵抗性における予想外の改善を提供し得る、又はそれに寄与し得る。従って、実験的試
行は、試料がオーステナイト温度から冷却される方法が合金の微細構造に影響をすること
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ができ、このことが本開示に係る装甲材合金の弾道性能の改善に少なくとも部分的に関与
し得ることを確認した。
【００８８】
　５．従来の冷却と焼き戻しの試験
　上記表２に示す実験的化学成分を有する合金から弾道試験用パネルを調製した。アーク
炉にて溶融することによって合金インゴットを調製し、ＡＯＤ又はＡＯＤとＥＳＲを用い
て精製した。従来の手法でインゴットの表面を磨いた。次いでインゴットを約１３００°
Ｆ（７０４℃）に加熱し、均一化し、この第１の温度で６～８時間保持し、約２００°Ｆ
／時間（９３℃／時間）で約２０５０°Ｆ（１１２１℃）まで加熱し、この第２の温度に
て厚さのインチ当たり約３０～４０分間保持した。次いでインゴットのさびを落とし、６
～７インチ（１５．２～１７．８ｃｍ）のスラブに熱間圧延した。スラブを熱間剪断して
厚さ約６～７インチ、長さ３８～５４インチ（９６．５～１３７．２ｃｍ）及び幅３６イ
ンチ（９１．４ｃｍ）の寸法を有するスラブを形成した。
【００８９】
　スラブを約２０５０°Ｆ（１１２１℃）で１～２時間（温度での時間）再加熱し、その
後、厚さ約１．５０～２．６５インチ（３．８１～６．７３ｃｍ）のリスラブにさらに熱
間圧延した。従来の手法でリスラブを応力除去焼きなましした。次いでリスラブの表面を
吹き付け磨きし、先端と末端を磨いた。
【００９０】
　リスラブを約１８００°Ｆ（９８２℃）に加熱し、厚さのインチ当たり２０分間その温
度で保持した。次いでスラブを、約０．１８８インチ（４．８ｍｍ）～約０．３００イン
チ（７．６ｍｍ）の範囲の仕上げ標準厚さを有する長い板に仕上げ圧延した。
【００９１】
　次いで板を炉に入れ、板の表面がオーステナイト化温度の１０°Ｆ以内に達したとき開
始して１４５０°Ｆ～１６５０°Ｆ（±１０°Ｆ）の範囲の温度に６０分間（±５分間）
加熱することによって構成鋼合金をオーステナイト化した。６０分間の温度での時間の後
、板を炉から取り出し、静止空気中で従来のように室温に冷却した。室温への冷却の後、
板をショットブラストして磨き、さびを落とした。
【００９２】
　次いで、２５０°Ｆ～５００°Ｆ（±５°Ｆ）の範囲の温度にて４５０分間～６５０分
間（±５分間）の温度での時間で板を焼き戻した。焼き戻した板を、０．１８８～０．３
００インチの範囲で種々の仕上げ標準厚さを有する１２インチ×１２インチ（３０．５×
３０．５ｃｍ）の板に区分した。６枚の１２インチ×１２インチの板を硬度試験及び弾道
貫通抵抗性試験のために選択した。各焼き戻した板のＢＨＮはＡＳＴＭ　Ｅ－１０によっ
て決定した。各板のＶ５０弾道限界（保護）値は、米軍規格（たとえば、ＭＩＬ－ＤＴＬ
－４６１００Ｅ、ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃ及びＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２）によって
．３０口径Ｍ２、ＡＰ発射体を用いて決定した。
【００９３】
　焼き戻し温度と圧延仕上げの標準厚さを除いて一般に同一の方法で６枚の板すべてを加
工した。板の厚さ、焼き戻し温度、及び各板で決定された焼き戻しＢＨＮを表１４に提供
し、弾道試験の結果を表１５に提供する。
【表１４】
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【表１５】

【００９４】
　図１５～２０は、米軍規格による弾道試験後に撮影された、それぞれ１００５０４９Ａ
～Ｃ及び１００５０４９Ｇ～Ｉの板の写真である。写真に示されるように、板は、複数の
．３０口径ＡＰ発射体の攻撃から生じる目に付く亀裂又は亀裂の伝搬を示さなかった。上
記表４に示したように、板はそれぞれ５７０ＢＨＮを超え、６枚の板のうち４枚は６００
ＢＨＮを超えた。
【００９５】
　表１６は、測定されたＶ５０弾道限界値と米軍規格（ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅ、
ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃ及びＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２）による最小Ｖ５０弾道限界
値との差異として弾道試験の結果を列記する。たとえば、「４８１」の値は、特定の板の
Ｖ５０値が指示された米軍規格のもとで最小の必要とされるＶ５０弾道限界値を４８１フ
ィート／秒超えたことを意味する。「－３４」の値は、特定の板のＶ５０値が指示された
米軍規格のもとで最小の必要とされるＶ５０弾道限界値に３４フィート／秒満たなかった
ことを意味する。

【表１６】

【００９６】
　表１６に示すように、各板は、米軍規格、ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅ及びＭＩＬ－
ＤＴＬ－３２３３２（クラス１）による最小Ｖ５０弾道限界値を超えた。６枚の板のうち
２枚はＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃによる最小Ｖ５０弾道限界値を超えた。各板は、ＭＩＬ
－Ａ－４６０９９Ｃのもとでの性能要件及びＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２のもとでのクラ
ス２性能要件より１５０ｆｐｓ小さいＶ５０弾道限界値と同じくらいのＶ５０弾道限界値
を示した。実際、各板は、ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃのもとでの性能要件よりも６０ｆｐ
ｓ小さく、ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２のもとでのクラス２性能要件より１１０ｆｐｓ小
さいＶ５０弾道限界値と同じくらいのＶ５０弾道限界値を示した。
【００９７】
　上述の予想外で驚くべき弾道性能特性は、弾道試験の間目に見える亀裂を示さない６０
０ＢＨＮに近い又は６００ＢＨＮを越える超高硬度の鋼合金板によって達成された。これ
らの特性は、オーステナイト化加熱処理、合金を硬化する冷却及び合金に靭性を与える焼
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き戻し処理を用いて達成された。合金化添加物、たとえば、ニッケル、クロム及びモリブ
デンはオーステナイト化加熱処理の間に形成されるオーステナイトを安定化する傾向があ
ると考えられる。オーステナイトの安定化は、オーステナイト化温度からの冷却の間、オ
ーステナイトから他の微細構造への変換を緩慢にする傾向があり得る。オーステナイトの
変換速度の低下は、フェライト及びセメンタイトが豊富な微細構造を形成する傾向がある
遅い冷却速度を用いてマルテンサイトを形成することを可能にし得る。
【００９８】
　上記表２に示した実験的化学成分を有する合金で熱膨張測定を行った。オーステナイト
化温度（１４５０°Ｆ～１６５０°Ｆ）で開始してほぼ室温までの冷却範囲にわたって熱
膨張測定を行った。熱膨張測定は、少なくとも１回の相転移が３００°Ｆ～５７５°Ｆの
温度範囲にて合金で生じることを示した。相転移は、オーステナイト相から下部ベイナイ
ト相、ラスマルテンサイト相、又は下部ベイナイトとラスマルテンサイトの組み合わせま
でであると考えられる。
【００９９】
　一般に、閾値冷却速度（たとえば、静止空気中で）を超える冷却速度で表２に示した実
験的化学成分を有する合金をオーステナイト化温度から冷却すると、オーステナイト相は
、相対的に硬い双晶マルテンサイト相と残留オーステナイトに変換する。残留オーステナ
イトは時間をかけて非焼き戻し双晶マルテンサイトに変換し得る。目に見える相転移に近
い温度での開示された合金の焼き戻し（たとえば、２５０°Ｆ～５００°Ｆの範囲での温
度での焼き戻し）は、残留オーステナイトを下部ベイナイト及び／又はラスマルテンサイ
トに変換し得ると考えられる。下部ベイナイト及びラスマルテンサイトの微細構造は、有
意に硬い双晶マルテンサイトの微細構造よりも有意に延性が高く、靭性が高い。
【０１００】
　その結果、本開示の種々の実施形態に係る合金は、２５０°Ｆ～５００°Ｆの範囲での
温度にて焼き戻した後、双晶マルテンサイト、ラスマルテンサイト及び／又は下部ベイナ
イトを含む微細構造を有し得る。このことによって、硬質の双晶マルテンサイトの微細構
造と靭性が高く延性が高い下部ベイナイト及び／又はラスマルテンサイトの相乗的な組み
合わせを有する鋼合金を生じる。硬度、靭性及び延性の相乗的な組み合わせは、本明細書
で記載されるような合金に優れた弾道貫通抵抗性及び亀裂抵抗性を付与し得る。
【０１０１】
　種々の実施形態では、本明細書で記載されるような合金を含む物品を１４５０°Ｆ～１
６５０°Ｆの温度に加熱して合金の微細構造をオーステナイト化してもよい。種々の実施
形態では、合金物品を少なくとも１５分間の最少炉内時間にて、少なくとも１８分間の最
少炉内時間にて、又は少なくとも２１分間の最少炉内時間にて加熱して合金をオーステナ
イト化してもよい。種々の実施形態では、合金物品を１５～６０分間の又は１５～３０分
間の最少炉内時間にて加熱して合金をオーステナイト化してもよい。たとえば、０．１８
８～０．２２５の標準厚さを有する合金板を１４５０°Ｆ～１６５０°Ｆの温度にて少な
くとも１８分間の最少炉内時間で加熱して、及び０．２２６～０．３１３の標準厚さを有
する合金板を１４５０°Ｆ～１６５０°Ｆの温度にて少なくとも２１分間の最少炉内時間
で加熱して、合金をオーステナイト化してもよい。種々の実施形態では、合金物品を１４
５０°Ｆ～１６５０°Ｆにて１５～６０分間の又は１５～３０分間の温度での時間で加熱
して、合金をオーステナイト化してもよい。
【０１０２】
　合金物品を静止空気中にてオーステナイト化温度から室温に冷却して合金を硬化しても
よい。冷却の間、シート又は板を構成する合金物品は、物品への機械力の適用によって平
坦化されてもよい。たとえば、静止空気中で物品を６００°Ｆ～７００°Ｆの表面温度に
冷却した後、平たく伸ばす装置又は水平にする装置で板を平坦化してもよい。平坦化操作
には、物品の主平面への機械力の適用が含まれる。たとえば、圧延操作、引伸ばし操作及
び／又は圧迫操作を用いて機械力を適用してもよい。機械力は、平坦化操作の間に物品の
標準厚さを減らさないように適用する。平坦化操作の間、物品は冷却し続けることができ
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るが、物品の表面温度が２５０°Ｆ未満になると中止してもよい。冷却物品の表面温度が
２００°Ｆ未満になるまで物品を一緒に重ね合わせない。
【０１０３】
　種々の実施形態では、２５０°Ｆ～５００°Ｆの範囲での温度で合金物品を焼き戻して
もよい。種々の実施形態では、３００°Ｆ～４００°Ｆの範囲での温度で合金物品を焼き
戻してもよい。種々の実施形態では、たとえば、３２５°Ｆ～４７５°Ｆ、２３５°Ｆ～
３５０°Ｆ又は３３５°Ｆ～３５０°Ｆの範囲での温度で合金物品を焼き戻してもよい。
種々の実施形態では、４５０～６５０分間の温度での時間にて合金物品を焼き戻してもよ
い。種々の実施形態では、４８０～６００分間の温度での時間にて合金物品を焼き戻して
もよい。種々の実施形態では、４５０～５００分間の温度での時間にて合金物品を焼き戻
してもよい。
【０１０４】
　種々の実施形態では、本明細書に記載されるように加工される合金物品は合金シート又
は合金板を構成してもよい。種々の実施形態では、合金物品は０．１１８～０．６３０イ
ンチ（３～１６ｍｍ）の平均厚さを有する合金板を構成してもよい。種々の実施形態では
、合金物品は０．１８８～０．３００インチの平均厚さを有する合金板を構成してもよい
。種々の実施形態では、合金物品は５５０ＢＨＮ、５７０ＢＨＮ又は６００ＢＨＮを超え
る硬度を有してもよい。種々の実施形態では、合金物品は７００ＢＨＮ又は６７５ＢＨＮ
未満の硬度を有してもよい。種々の実施形態では、合金物品は鋼装甲板を構成してもよい
。
【０１０５】
　種々の実施形態では、本明細書に記載されるように加工される合金物品は、米軍規格、
ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅ及びＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス１）による最小
Ｖ５０弾道限界値を超えるＶ５０値を示してもよい。種々の実施形態では、本明細書に記
載されるように加工される合金物品は、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－４６１００Ｅによる最小Ｖ

５０弾道限界値を少なくとも３００ｆｐｓ、少なくとも３５０ｆｐｓ、少なくとも４００
ｆｐｓ又は少なくとも４５０ｆｐｓ超えるＶ５０値を示してもよい。種々の実施形態では
、本明細書に記載されるように加工される合金物品は、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２
（クラス１）による最小Ｖ５０弾道限界値を少なくとも５０ｆｐｓ、すくなくとも１００
ｆｐｓ又は少なくとも１５０ｆｐｓ超えるＶ５０値を示してもよい。種々の実施形態では
、本明細書に記載されるように加工される合金物品は、複数の徹甲弾発射体攻撃の結果生
じる亀裂又は亀裂の伝搬が少ない、ほとんどない又は全くないものであってもよい。
【０１０６】
　種々の実施形態では、本明細書に記載されるように加工される合金物品は、規格ＭＩＬ
－Ａ－４６０９９Ｃによる最小Ｖ５０弾道限界値を超えるＶ５０値を示してもよい。種々
の実施形態では、本明細書に記載されるように加工される合金物品は、規格ＭＩＬ－Ａ－
４６０９９Ｃ及びＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとでの性能要件よりも１
５０ｆｐｓ小さいＶ５０弾道限界値と少なくとも同じくらいのＶ５０値を示してもよい。
種々の実施形態では、本明細書に記載されるように加工される合金物品は、ＭＩＬ－Ａ－
４６０９９Ｃのもとでの性能要件よりも１００ｆｐｓ又は６０ｆｐｓ小さいＶ５０弾道限
界値と少なくとも同じくらいのＶ５０値を示してもよい。種々の実施形態では、本明細書
に記載されるように加工される合金物品は、ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）の
もとでの性能要件よりも１２５ｆｐｓ又は１１０ｆｐｓ小さいＶ５０弾道限界値と少なく
とも同じくらいのＶ５０値を示してもよい。種々の実施形態では、本明細書に記載される
ように加工される合金物品は、複数の徹甲弾発射体攻撃の結果生じる亀裂又は亀裂の伝搬
が少ない、ほとんどない又は全くないものであってもよい。
【０１０７】
　種々の実施形態では、本明細書に記載されるように加工される合金物品は、ラスマルテ
ンサイト及び下部ベイナイトの少なくとも一方を含む微細構造を有してもよい。種々の実
施形態では、本明細書に記載されるように加工される合金物品は、ラスマルテンサイト及
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び下部ベイナイトを含む微細構造を有してもよい。
【０１０８】
　６．装甲板の作製プロセス
　以下の説明に役立つ非限定の実施例は、その範囲を限定することなく本明細書で提示さ
れる種々の実施形態をさらに説明することが意図される。実施例は、高い硬度、高い靭性
の弾道抵抗性及び亀裂抵抗性の装甲板を作製するのに利用されるプロセスを説明する。当
業者は、本明細書で様々に記載されるような異なった組成、時間、温度及び寸法を用いた
実施例の変異が可能であることを十分に理解するであろう。
【０１０９】
　ａ．実施例１
　表１７に提示される化学成分を有するヒート（炉で１回処理される金属）を調製する。
適切な供給原料をアーク炉で溶融する。適切な合金化添加物を溶融物に加えた柄杓にヒー
トを入れる。ヒートを柄杓に移し、ＡＯＤ容器に注ぐ。従来のＡＯＤ操作を用いて脱炭素
処理したヒートがある。脱炭素処理したヒートを柄杓に入れ、インゴットの金型に注ぎ、
固化してインゴットを形成する。インゴットを金型から取り出し、インゴットを再溶融し
、再成形して精製インゴットを形成するＥＳＲ炉にインゴットを移してもよい。ＥＳＲ操
作は任意であり、ＥＳＲなしで固化後、ＡＯＤの後インゴットを加工してもよい。インゴ
ットは１３×３６インチの長方形寸法と４５００ｌｂｓの名目重量を有する。
【表１７】

【０１１０】
　インゴットを１３００°Ｆの炉で７時間（最少炉内時間）加熱し、その後、２００°Ｆ
／時間で２０５０°Ｆまで加熱し、２０５０°Ｆにてインゴットの厚さのインチ当たり３
５分間（１３インチ、４５５分）保持する。インゴットのさびを落とし、インゴットを２
０５０°Ｆで１１０インチの圧延素材に熱間圧延して６×３６×長さ（インチ）のスラブ
を形成する。スラブを２０５０°Ｆの炉で１．５時間の最少炉内時間にて再加熱する。ス
ラブを２０５０°Ｆで１１０インチの圧延素材に熱間圧延して２．６５×３６×長さ（イ
ンチ）のリスラブを形成する。リスラブを熱間剪断して２枚の２．６５×３６×５４イン
チのリスラブを形成する。従来の手法を用いて炉内でリスラブを応力除去焼きなましする
。リスラブを吹き付け磨きし、先端と末端をすべて磨き、リスラブを１８００°Ｆに加熱
し、１８００°Ｆにて厚さのインチ当たり２０分間（２．６５インチ、５３分間）保持す
る。
【０１１１】
　リスラブのさびを落とし、リスラブを１８００°Ｆにて１１０インチの圧延素材に熱間
圧延し、０．３１３×５４×３００インチの板を形成する。必要に応じて圧延素材でのパ
スの間にリスラブを再び１８００°Ｆに加熱して１４２５°Ｆ未満で圧延操作を仕上げる
のを回避する。
【０１１２】
　０．３１３×５４×３００インチの板を１６２５°Ｆにて２１分間（最少炉内時間）炉
内で加熱し、板をオーステナイト化する。炉を１６２５°Ｆに予備加熱し、温度が１６２
５°Ｆで安定した後、板を２１分間挿入する。２１分間の最少炉内時間の間に板は１６０
０～１６２５°Ｆの温度に達すると考えられる。
【０１１３】
　２１分間の最少炉内時間の完了後、オーステナイト化した板を炉から取り出し、静止空
気中で１０００°Ｆに冷却する。板を１０００°Ｆに冷却した後、頭上クレーンを介して
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板をＣａｕｆｆｉｅｌ（商標）フラットナーに移す。板が６００°Ｆ～７００°Ｆに達し
た後、板の５４×３００インチの平面に機械力を適用することによってフラットナーにて
板を平坦化する。板の標準厚さが平坦化操作の間に減らないように機械力を適用する。平
坦化操作の間、板を冷却し続けることが可能であり、それは、板の温度が２５０°Ｆ未満
に入った後、中止する。冷却している板の温度が２００°Ｆ未満になるまで板を積み重ね
ない。
【０１１４】
　冷却した板を吹き付け磨きし、砥石切断機による切断操作を用いて種々の長さ／幅の寸
法に区分する。区分した板を炉にて３３５°Ｆ（±５°Ｆ）に加熱し、３３５°Ｆ（±５
°Ｆ）にて４８０～６００分間（±５分間）（温度での時間）保持し、板を焼き戻し、静
止空気中で室温に冷却する。焼き戻した板は少なくとも５５０ＢＨＮの硬度を示す。
【０１１５】
　焼き戻した板には、高い硬度と高い靭性と優れた弾道抵抗性と優れた亀裂抵抗性を示す
装甲板としての用途が見い出される。焼き戻した板は、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２
（クラス１）のもとでの最小Ｖ５０弾道限界値よりも大きいＶ５０弾道限界値を示す。焼
き戻した板はまた、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとで必要とされる
Ｖ５０弾道限界値よりも１５０フィート／秒小さいＶ５０弾道限界値と少なくとも同じく
らいのＶ５０弾道限界値も示す。
【０１１６】
　ｂ．実施例２
　表１８に提示される化学成分を有するヒートを調製する。適切な供給原料をアーク炉で
溶融する。適切な合金化添加物を溶融物に加えた柄杓にヒートを入れる。ヒートを柄杓に
移し、ＡＯＤ容器に注ぐ。従来のＡＯＤ操作を用いて脱炭素処理したヒートがある。脱炭
素処理したヒートを柄杓に入れ、インゴットの金型に注ぎ、固化してインゴットを形成す
る。インゴットを金型から取り出し、インゴットを再溶融し、再成形して精製インゴット
を形成するＥＳＲ炉にインゴットを移してもよい。ＥＳＲ操作は任意であり、ＥＳＲなし
で固化後、ＡＯＤの後インゴットを加工してもよい。インゴットは１３×３６インチの長
方形寸法と４５００ｌｂｓの名目重量を有する。

【表１８】

【０１１７】
　インゴットを１３００°Ｆの炉で６時間（最少炉内時間）加熱し、その後、２００°Ｆ
／時間で２０５０°Ｆまで加熱し、２０５０°Ｆにてインゴットの厚さのインチ当たり３
０分間（１３インチ、３９０分）保持する。インゴットのさびを落とし、インゴットを２
０５０°Ｆで１１０インチの圧延素材に熱間圧延して６×３６×長さ（インチ）のスラブ
を形成する。スラブを２０５０°Ｆの炉で１．５時間再加熱する。スラブを２０５０°Ｆ
で１１０インチの圧延素材に熱間圧延して１．７５×３６×長さ（インチ）のリスラブを
形成する。リスラブを熱間剪断して２枚の１．７５×３６×３８インチのリスラブを形成
する。従来の手法を用いて炉内でリスラブを応力除去焼きなましする。リスラブを吹き付
け磨きし、先端と末端をすべて磨き、リスラブを１８００°Ｆにて厚さのインチ当たり２
０分間（１．７５インチ、３５分間）加熱する。
【０１１８】
　リスラブのさびを落とし、リスラブを１８００°Ｆにて１１０インチの圧延素材に熱間
圧延し、０．１８８×５４×２２２インチの板を形成する。必要に応じて圧延素材でのパ
スの間にリスラブを再び１８００°Ｆに加熱して１４２５°Ｆ未満で圧延操作を仕上げる
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のを回避する。
【０１１９】
　０．１８８×５４×２２２インチの板を１６００°Ｆにて１８分間（最少炉内時間）炉
内で加熱し、板をオーステナイト化する。炉を１６００°Ｆに予備加熱し、温度が１６０
０°Ｆで安定した後、板を１８分間挿入する。１８分間の最少炉内時間の間に板は１５７
５～１６００°Ｆの温度に達すると考えられる。
【０１２０】
　１８分間の最少炉内時間の完了後、オーステナイト化した板を炉から取り出し、静止空
気中で１０００°Ｆに冷却する。板を１０００°Ｆに冷却した後、頭上クレーンを介して
板をＣａｕｆｆｉｅｌ（商標）フラットナーに移す。板が６００°Ｆ～７００°Ｆに達し
た後、板の５４×２２２インチの平面に機械力を適用することによってフラットナーにて
板を平坦化する。板の標準厚さが平坦化操作の間に減らないように機械力を適用する。平
坦化操作の間、板を冷却し続けることが可能であり、それは、板の温度が２５０°Ｆ未満
に入った後、中止する。冷却している板の温度が２００°Ｆ未満になるまで板を積み重ね
ない。
【０１２１】
　冷却した板を吹き付け磨きし、砥石切断機による切断操作を用いて種々の長さ／幅の寸
法に区分する。区分した板を炉にて３２５°Ｆ（±５°Ｆ）に加熱し、３２５°Ｆ（±５
°Ｆ）にて４８０～６００分間（±５分間）（温度での時間）保持し、板を焼き戻し、静
止空気中で室温に冷却する。焼き戻した板は少なくとも５５０ＢＨＮの硬度を示す。
【０１２２】
　焼き戻した板には、高い硬度と高い靭性と優れた弾道抵抗性と優れた亀裂抵抗性を有す
る装甲板としての用途が見い出される。焼き戻した板は、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３
２（クラス１）のもとでの最小Ｖ５０弾道限界値よりも大きいＶ５０弾道限界値を示す。
焼き戻した板はまた、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとで必要とされ
るＶ５０弾道限界値よりも１５０フィート／秒小さいＶ５０弾道限界値と少なくとも同じ
くらいのＶ５０弾道限界値も示す。
【０１２３】
　ｃ．実施例３
　表１９に提示される化学成分を有するヒートを調製する。適切な供給原料をアーク炉で
溶融する。適切な合金化添加物を溶融物に加えた柄杓にヒートを入れる。ヒートを柄杓に
移し、ＡＯＤ容器に注ぐ。従来のＡＯＤ操作を用いて脱炭素処理したヒートがある。脱炭
素処理したヒートを柄杓に入れ、インゴットの金型に注ぎ、固化してインゴットを形成す
る。インゴットを金型から取り出し、インゴットを再溶融し、再成形して精製インゴット
を形成してもよいＥＳＲ炉にインゴットを移してもよい。ＥＳＲ操作は任意であり、ＥＳ
Ｒなしで固化後、ＡＯＤの後インゴットを加工してもよい。インゴットは１３×３６イン
チの長方形寸法と４５００ｌｂｓの名目重量を有する。
【表１９】

【０１２４】
　インゴットを１３００°Ｆの炉で８時間（最少炉内時間）加熱し、その後、２００°Ｆ
／時間で２０５０°Ｆまで加熱し、２０５０°Ｆにてインゴットの厚さのインチ当たり４
０分間（１３インチ、５２０分）保持する。インゴットのさびを落とし、インゴットを２
０５０°Ｆで１１０インチの圧延素材に熱間圧延して６×３６×長さ（インチ）のスラブ
を形成する。スラブを２０５０°Ｆの炉で１．５時間再加熱する。スラブを２０５０°Ｆ
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で１１０インチの圧延素材に熱間圧延して１．７５×３６×長さ（インチ）のリスラブを
形成する。リスラブを熱間剪断して２枚の１．７５×３６×５０インチのリスラブを形成
する。従来の手法を用いて炉内でリスラブを応力除去焼きなましする。リスラブを吹き付
け磨きし、先端と末端をすべて磨き、リスラブを１８００°Ｆに加熱し、１８００°Ｆに
て厚さのインチ当たり２０分間（１．７５インチ、３５分間）保持する。
【０１２５】
　リスラブのさびを落とし、リスラブを１８００°Ｆにて１１０インチの圧延素材に熱間
圧延し、０．２５０×５４×２２２インチの板を形成する。必要に応じて圧延素材でのパ
スの間にリスラブを再び１８００°Ｆに加熱して１４２５°Ｆ未満で圧延操作を仕上げる
のを回避する。
【０１２６】
　０．２５０×５４×２２２インチの板を１６２５°Ｆにて２１分間（最少炉内時間）炉
内で加熱し、板をオーステナイト化する。炉を１６２５°Ｆに予備加熱し、温度が１６２
５°Ｆで安定した後、板を２１分間挿入する。２１分間の最少炉内時間の間に板は１６０
０～１６２５°Ｆの温度に達すると考えられる。
【０１２７】
　２１分間の最少炉内時間の完了後、オーステナイト化した板を炉から取り出し、静止空
気中で１０００°Ｆに冷却する。板を１０００°Ｆに冷却した後、頭上クレーンを介して
板をＣａｕｆｆｉｅｌ（商標）フラットナーに移す。板が６００°Ｆ～７００°Ｆに達し
た後、板の５４×２２２インチの平面に機械力を適用することによってフラットナーにて
板を平坦化する。板の標準厚さが平坦化操作の間に減らないように機械力を適用する。平
坦化操作の間、板を冷却し続けることが可能であり、それは、板の温度が２５０°Ｆ未満
に入った後、中止する。冷却している板の温度が２００°Ｆ未満になるまで板を積み重ね
ない。
【０１２８】
　冷却した板を吹き付け磨きし、砥石切断機による切断操作を用いて種々の長さ／幅の寸
法に区分する。区分した板を炉にて３５０°Ｆ（±５°Ｆ）に加熱し、３５０°Ｆ（±５
°Ｆ）にて４８０～６００分間（±５分間）（温度での時間）保持し、板を焼き戻し、静
止空気中で室温に冷却する。焼き戻した板は少なくとも５５０ＢＨＮの硬度を示す。
【０１２９】
　焼き戻した板には、高い硬度と高い靭性と優れた弾道抵抗性と優れた亀裂抵抗性を有す
る装甲板としての用途が見い出される。焼き戻した板は、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３
２（クラス１）のもとでの最小Ｖ５０弾道限界値よりも大きいＶ５０弾道限界値を示す。
焼き戻した板はまた、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとで必要とされ
るＶ５０弾道限界値よりも１５０フィート／秒小さいＶ５０弾道限界値と少なくとも同じ
くらいのＶ５０弾道限界値も示す。
【０１３０】
　ｄ．実施例４
　表２０に提示される化学成分を有するヒートを調製する。適切な供給原料をアーク炉で
溶融する。適切な合金化添加物を溶融物に加えた柄杓にヒートを入れる。ヒートを柄杓に
移し、ＡＯＤ容器に注ぐ。従来のＡＯＤ操作を用いて脱炭素処理したヒートがある。脱炭
素処理したヒートを柄杓に入れ、インゴットの金型に注ぎ、固化して８×３８×１１５イ
ンチのインゴットを形成する。インゴットを金型から取り出し、インゴットを再溶融し、
再成形して精製インゴットを形成するＥＳＲ炉にインゴットを移す。精製インゴットは１
２×４２インチの長方形寸法と９５００ｌｂｓの名目重量を有する。
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【表２０】

【０１３１】
　１２×４２インチの精製インゴットを２．７×４２×６３インチのスラブに変換する。
スラブを１８００°Ｆの炉で１時間（最少炉内時間）加熱し、その後、１８００°Ｆにて
インゴットの厚さのインチ当たりさらに２０分間保持する（２．７インチ、さらに５４分
）。スラブのさびを落とし、スラブを１８００°Ｆで１１０インチの圧延素材に熱間圧延
して１．５×４２×長さ（インチ）のリスラブを形成する。リスラブを熱間剪断して２枚
の１．５×４２×４８インチのリスラブを形成する。従来の手法を用いて炉内でリスラブ
を応力除去焼きなましする。リスラブを吹き付け磨きし、先端と末端をすべて磨き、リス
ラブを１８００°Ｆにて厚さのインチ当たり２０分間（１．５インチ、３０分間）加熱す
る。
【０１３２】
　リスラブのさびを落とし、リスラブを１８００°Ｆにて１１０インチの圧延素材に熱間
圧延し、０．２３８×５４×２２２インチの板を形成する。必要に応じて圧延素材でのパ
スの間にリスラブを再び１８００°Ｆに加熱して１４２５°Ｆ未満で圧延操作を仕上げる
のを回避する。
【０１３３】
　０．２３８×５４×２２２インチの板を１６２５°Ｆにて２１分間（最少炉内時間）炉
内で加熱し、板をオーステナイト化する。炉を１６２５°Ｆに予備加熱し、温度が１６２
５°Ｆで安定した後、板を２１分間挿入する。２１分間の最少炉内時間の間に板は１６０
０～１６２５°Ｆの温度に達すると考えられる。
【０１３４】
　２１分間の最少炉内時間の完了後、オーステナイト化した板を炉から取り出し、静止空
気中で１０００°Ｆに冷却する。板を１０００°Ｆに冷却した後、頭上クレーンを介して
板をＣａｕｆｆｉｅｌ（商標）フラットナーに移す。板が６００°Ｆ～７００°Ｆに達し
た後、板の５４×２２２インチの平面に機械力を適用することによってフラットナーにて
板を平坦化する。板の標準厚さが平坦化操作の間に減らないように機械力を適用する。平
坦化操作の間、板を冷却し続けることが可能であり、それは、板の温度が２５０°Ｆ未満
に入った後、中止する。冷却している板の温度が２００°Ｆ未満になるまで板を積み重ね
ない。
【０１３５】
　冷却した板を吹き付け磨きし、砥石切断機による切断操作を用いて種々の長さ／幅の寸
法に区分する。区分した板を炉にて３３５°Ｆ（±５°Ｆ）に加熱し、３３５°Ｆ（±５
°Ｆ）にて４８０～６００分間（±５分間）（温度での時間）保持し、板を焼き戻し、静
止空気中で室温に冷却する。焼き戻した板は少なくとも５５０ＢＨＮの硬度を示す。
【０１３６】
　焼き戻した板には、高い硬度と高い靭性と優れた弾道抵抗性と優れた亀裂抵抗性を有す
る装甲板としての用途が見い出される。焼き戻した板は、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３
２（クラス１）のもとでの最小Ｖ５０弾道限界値よりも大きいＶ５０弾道限界値を示す。
焼き戻した板はまた、規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－３２３３２（クラス２）のもとで必要とされ
るＶ５０弾道限界値よりも１５０フィート／秒小さいＶ５０弾道限界値と少なくとも同じ
くらいのＶ５０弾道限界値も示す。
【０１３７】
　本開示に係る鋼装甲材は、たとえば、ニッケル、モリブデン及びクロムのような合金化
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成分の実質的に低いレベルのコストを含む一方で、高級な高合金装甲材合金に相応する弾
道性能を示すので相当な価値を提供し得る。さらに、本開示に係る鋼装甲材は、たとえば
、ＭＩＬ－Ａ－４６０９９Ｃに記載されたもとでの要件のような二重硬度やロール圧接材
についての米軍規格の要件に相応する弾道性能を示す。本開示に係る鋼装甲材の実施形態
の性能及びコスト上の利点を考えると、そのような装甲材は種々の既存の装甲材合金を超
えた非常に相当な進歩であると考えられる。
【０１３８】
　本開示に従って作製される合金板及びそのほかの延伸材は従来の装甲材用途に使用され
得る。そのような用途には、たとえば、戦闘用車両の強化被覆材及びそのほかの構成成分
、兵器、強化ドア及び強化筐体、並びに発射体攻撃、爆薬爆破及びそのほかの高エネルギ
ー攻撃からの保護を必要とする又はそれから利益を得る製造物品が挙げられる。本開示に
係る合金の可能な用途のこれらの例は、例証としてのみ提供され、本合金が応用されても
よいあらゆる用途が排除されない。当業者は、本開示を読む際、本明細書に記載される合
金について追加の用途を容易に特定するであろう。当業者は、当該技術の既存の知識に基
づいて本開示に係る合金からそのような製造物品すべてを容易に製作できると考えられる
。従って、そのような製造物品の製作手順のさらなる議論はここでは不要である。
【０１３９】
　本開示は、種々の例となる、説明に役立つ、非限定の実施形態を参照して記述されてい
る。しかしながら、開示された実施形態のいずれか（又はその一部）の種々の置換、改変
又は組み合わせは、特許請求の範囲によって単に定義されるような本発明の範囲を逸脱す
ることなく為されてもよいことが当業者によって認識されるであろう。従って、本開示は
、本明細書で明白には言及されない追加の実施形態を包含することが企図され、理解され
る。そのような実施形態は、たとえば、本明細書に記載される実施形態の開示された工程
、成分、構成材、構成成分、要素、特徴、態様などを組み合わせる、改変する又は再編成
することによって得られてもよい。従って、本開示は、種々の例となる、説明に役立つ、
非限定の実施形態によって限定されないが、単に特許請求の範囲によって限定される。こ
のように、出願者は、本明細書で種々に記載したように特徴を加えるために審査の間、補
正する権利を留保する。
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